
１．社会的養育の充実について
（１）社会的養育関連予算について（関連資料１～２参照）

令和４年度予算案においては、社会的養育の充実を図るため、

① 令和６年度末までの期間に限り、目標の達成に向けて意欲的に取り

組む自治体に対する里親養育包括支援（フォスタリング）事業の補助

率の嵩上げ（1/2→2/3）を引き続き実施するととともに、

・ 新規に登録した里親が里親委託を受ける場合に、経験豊富な里親

を派遣して養育を支援する取組の創設

・ 里親家庭が一時的な休息（レスパイト）を取りやすくなるよう、

フォスタリング機関が子どもの一時預かりを行うための支援の創設

・ 自立支援担当職員による訪問支援等の活動が充実するよう、補助

単価の見直しを行うこと

等によるフォスタリング機関に対する支援の拡充

② 特別養子縁組の民間あっせん機関に対する助成事業について、年度

ごとに補助事業者を採択する仕組みのモデル事業の一部を一般事業化

し、民間あっせん機関による取組の安定化を図るとともに、補助対象

となる事業者数を拡大するほか、特別養子縁組を行った当事者同士や

民間あっせん機関等の交流等に取り組むことによる特別養子縁組の推

進

③ 児童養護施設等の小規模かつ地域分散化の施設整備費等の補助率の

嵩上げ（1/2→2/3）や、地域小規模児童養護施設等の定員要件の緩和

等の実施による児童養護施設等の小規模かつ地域分散化の推進

④ 里親支援専門相談員や心理療法担当職員の配置支援や、地域の要支

援家庭等を一時的に入所又は通所させて支援を行う親子支援事業によ

る支援の実施等による児童養護施設等の地域支援に係る取組の推進

⑤ 児童養護施設の退所者等への支援を行うコーディネーターの配置に

対する補助の拡充や、医療機関・就労支援機関への同行支援等に係る

補助の拡充等による自立に向けた継続的・包括的な支援体制の強化

⑥ 児童家庭支援センター等の機関が行う子どもや保護者等への支援に

ついて、児童相談所の指導委託だけでなく、市町村等から依頼を受け

て個別ケースの対応を行う場合にも補助対象とするとともに、法的な

問題が絡む相談にも対応できるよう、弁護士の嘱託費用等を補助する

「法的問題対応加算」の創設による事業の拡充

⑦ 働く場所として児童養護施設等の魅力等を発信するため、学生向け

の広報啓発活動や、各施設等での職場体験等を支援する「社会的養護

魅力発信等事業」を創設するとともに、児童養護施設等における児童

相談所職員ＯＢ等の雇上げや、児童養護施設等職員の相談支援体制の
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構築の支援

などを計上している。

また、令和３年度補正予算においては、

① 児童養護施設退所者等に対する生活費等の貸付けについて、主に施

設退所時に申請を行うものとしていたが、申請時期を退所時に限定せ

ず、退所後５年まで延長し、退所後の状況変化にも対応できるよう事

業を拡充

② 児童養護施設の退所者等の実態把握等に取り組む事業や、児童養護

施設の退所者等に対する生活相談や就労相談等の自立支援を行う事業

所の整備費を補助する事業の創設

などを計上している。

さらに、社会的養護関係施設の職員を対象に、賃上げ効果が継続され

る取組を行うことを前提として 収入を月額9,000円引き上げるための措、

置を、令和４年２月から実施することとし、令和３年度補正予算に「社

会的養護従事者処遇改善事業」を計上している。本事業は、乳児院、児

童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、

自立援助ホーム及びファミリーホームを対象として、令和４年２月から

９月までの間 職員に月額9,000円の処遇改善を行うための必要な費用等、

に対する補助を行うものである。処遇改善の具体的な実施方法について

は、対象施設等の判断による柔軟な運用を認めることとしているが、令

和４年４月分以降は、最低でも処遇改善の額の２／３以上はベースアッ

プ（基本給又は決まって毎月支払われる手当）に充てることを要件とし

ている。令和４年10月分以降については、児童入所施設措置費等国庫負

担金において同様の措置を行う。対象施設等において着実に処遇改善が

実施されるよう、予算の円滑な執行にご協力をいただきたい。

各都道府県等におかれては、令和３年度予算で措置されている内容も

含め、こうした国の財政面での支援を積極的に活用いただき、社会的養

育の充実に向けた取組を一層強化していただくようお願いする。

（２）里親等委託の推進について

① 里親等委託の推進に向けた取組について（関連資料３～４参照）

平成28年の児童福祉法改正で明記された「家庭養育優先の原則」を

徹底し、子どもの最善の利益を実現していくため、令和２年度より、

都道府県社会的養育推進計画に基づく取組を実施していただいている

ところである。厚生労働省としては、里親等委託率の数値目標や里親

推進に向けた取組等を「見える化」するため、レーダーチャートとし

て取りまとめを行い、公表を行ったところである。
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その上で、令和６年度末までの期間を「集中取組期間」として位置

付け、意欲的に取り組む都道府県等に対して、令和３年度から補助率

の嵩上げ等の財政支援を行う「里親委託・施設地域分散化等加速化プ

ラン」の実施方針を示しているところであり、令和３年度には35自治

体を当該プランによる財政支援の対象として採択を行った。令和４年

度に向けて、改めて申請の受付を行うので、当該プランによる財政支

援の活用についてご検討いただきたい。

また、昨年 「子育て短期支援事業における里親の活用について」、

（令和３年１月27日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知）

により、子育て短期支援事業における里親の活用について周知したと

ころであるが、短期間の養育経験を通じて、長期間の子どもの養育に

対する具体的なイメージや里親制度に対する興味・関心を持ってもら

うことにより、里親の成り手の増加（里親登録の増加）が期待される

とともに、未委託里親や新規登録里親も含めて、里親全体のスキルア

ップ（質の向上）も図られることから、引き続き、都道府県におかれ

ては、市町村やフォスタリング機関等の関係機関と連携の上、当該事

業における里親の活用を積極的に進めていただきたい。

（ ）② 里親制度・特別養子縁組制度の広報啓発について 関連資料５参照

厚生労働省では、里親制度や特別養子縁組制度に対する社会的認知

を高め、より一層の推進を図るため、広報啓発活動を実施している。

令和３年度においては、里親制度について、

・ 全国向け地上波テレビＣＭの放映

・ インターネットや新聞等における広告の実施

・ シンポジウムの開催

・ 都道府県と連携した広報啓発活動の実施

等の取組を実施した。

また、特別養子縁組制度について、

・ インターネットや新聞等における広告の実施

・ Youtubeにおける動画広告等

・ シンポジウムの開催

・ 不妊治療当事者団体等と連携した広報啓発活動の実施

等の取組を実施したところである。

これらの広報啓発活動に使用したコンテンツについて、随時、各自

治体に提供しているところであるが、引き続き、様々な機会を通じて、

里親の開拓等につながる取組を積極的に実施していただきたい。

③ 特別養子縁組の推進について（関連資料６参照）
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保護者のない子どもや、虐待を受けた子どもなど、社会的養育が必

要な子どもに対し、温かく安定した家庭の中での養育を確保する上で、

養子縁組あっせん事業が果たす役割は重要であり、その業務の適正な

運営を確保する観点から、民間あっせん機関による養子縁組あっせん

に係る児童の保護等に関する法律 平成28年法律第110号 以下 あっ（ 。 「

せん法」という ）が制定され、平成30年４月１日より施行されている。。

過去には、金品による優先的なあっせんや、実親への不十分な意思

確認など、養子縁組あっせん事業を行う者の対応が不適切な事案も生

じており、同事業の適正かつ円滑な運営が図られるよう、今後、新た

に許可申請を希望する者への対応を含め、引き続き、適正に対応して

いただくようお願いしたい。

また、児童相談所は、民間あっせん機関による養子縁組のあっせん

について、児童の最善の利益に資する観点から、養子縁組のあっせん

に必要な情報を共有すること等により相互に連携を図りながら協力す

るように努めなければならないこととされている（あっせん法第４

条）ことから、各児童相談所においては、民間あっせん機関から相談

等があった場合には適切に対応していただくようお願いしたい。

なお、あっせん法の規定に基づく許可を受けた養子縁組あっせん事

業者については、有効期間満了後引き続き当該許可に係る養子縁組あ

っせん事業を行おうとする場合、許可の有効期間の更新を受ける必要

がある。許可の有効期間は３年であるところ、あっせん法施行から３

年半以上が経過し、多くの民間あっせん機関が有効期間の満了を迎え

ることから、有効期間満了後も引き続き養子縁組あっせん事業を行お

うとする民間あっせん機関に対しては、事前に更新を案内していただ

く等、適切に更新手続ができるようにご配慮いただきたい。

また 民間あっせん機関の業務の質の評価については 民間あっせ、 、「

ん機関の第三者評価基準について 令和元年11月20日付け子発1120第」（

１号厚生労働省子ども家庭局長通知）を通知し、厚生労働省ホームペ

ージにおいて厚生労働大臣が指定する第三者評価の評価機関を公表し

ているところである。各都道府県等におかれては、民間あっせん機関

が適切に第三者評価を受審いただくよう、引き続き、指導等をお願い

する。

また、令和４年度予算案では、特別養子縁組の民間あっせん機関に

対する助成事業について、年度ごとに補助事業者を採択する仕組みの

モデル事業の一部を一般事業化し、民間あっせん機関による取組の安

定化を図るとともに、補助対象となる事業者数を拡大することとして

いるので、各都道府県等においては、適切な予算措置をお願いする。

なお 養親希望者手数料負担軽減事業 については 養親希望者の、「 」 、
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居住する都道府県等に対する補助事業であることから、民間あっせん

機関の有無に問わず、積極的な実施をお願いする。

④ その他

ア 里親等への受託支度費の実費支給化

児童入所施設措置費等国庫負担金においては、里親又はファミリ

ーホームへの委託や、自立援助ホームへの入所について、委託や入

所の際 受託支度費 として １人当たり44,630円 令和４年度予、「 」 、 （

算案）を支弁することとなっている（自立援助ホームへの支弁につ

いては、保護者のいない児童等の基準に該当する者に限る 。。）

これは、新たに、委託や入所を行う際に、年齢等に応じた適切な

環境を用意する観点から、初期費用として必要となる物品等の購入

費用を想定したものである。

こうした「受託支度費」の趣旨を踏まえ、令和４年度より、１人

当たり単価として定額を支弁する方法から、当該単価を上限額とし

た上で、実費を支弁する方法に変更することとし、委託される児童

や入所者のために支出される経費であることを明確化することとし

た。詳細については、追って事務連絡を発出する予定であるので、

ご留意いただきたい。

イ 新生児・乳児の里親委託

特定の大人との愛着関係の下で養育されることが、子どもの心身

の成長や発達には不可欠であり、今後の人格形成に多大な影響を与

える時期でもあることから、長期的に実親の養育が望めない場合は、

子どもにとって安定し、継続した家庭における養育環境と同様の養

育環境を提供することが重要である。このため、特別養子縁組を希

望する養子縁組里親に委託し、子どものパーマネンシー（恒久的な

養育環境）を保障することを優先して検討するようお願いする。

また、委託の期間が限定されている場合も、特定の大人との関係

を築くことは、健全な心身の成長や発達を促すことから、積極的に

養育里親への委託を検討するようお願いする。

新生児については、障害の有無が明らかになる年齢を待ってから、

里親委託を検討する考え方もあるが、心身の発達にとって大切な新

生児の時期から里親委託を検討するようお願いする。

ウ 乳児院から里親への措置変更の推進

できるだけ早い時期に家庭における養育環境と同様の養育環境で、

特定の大人との愛着関係の下で養育されることが子どもの心身の成
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長や発達には不可欠であることから、乳児院から措置変更する子ど

もについては、原則として、里親委託への措置変更を検討するよう

お願いする。

エ 里親希望者が単身、共働き、ＬＧＢＴ等である場合の取扱いにつ

いて

里親の登録や認定については、里親登録又は認定を希望する者が

単身、共働き、ＬＧＢＴ等であるか否かにかかわらず、里親の種類

に応じた要件に沿って登録又は認定の可否が判断されるべきもので

あるため、その徹底をお願いする。

また、里親家庭の選定についても、委託する子どもとの適合を重

視し、里親の年齢、実子の養育経験、これまでの受託経験、幼児へ

の養育が適した里親であるか、発達の遅れや障害等に対応できる里

親であるか、また、保護者との対応が可能な里親であるかなど、里

親の持つ特性や力量について考慮した上でマッチングを行うべきも

のであり、子どもの受託を希望する登録里親が単身等であるか否か

にかかわらず、マッチングがされるべきものであるため、その徹底

をお願いする。

施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換の（３）

推進等について

① 乳児院・児童養護施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機

能化・機能転換の推進

これまで、施設の専門性を活かし、子どもを保護し、養育する重要

な役割を担ってきた乳児院や児童養護施設については、家庭養育優先

原則を進める中においても、施設での養育を必要とする子どもに関し、

小規模かつ地域分散化された「できる限り良好な家庭的環境」におい

て、高機能化された養育や親子関係再構築に向けた保護者等への支援

を行うとともに、里親や特別養子縁組を含む在宅家庭への支援等を行

うことなど、施設の多機能化を進めていくことが求められている。

このため、都道府県社会的養育推進計画において、施設の小規模か

つ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組につい

て記載いただくとともに、各施設に小規模かつ地域分散化、高機能化

及び多機能化・機能転換に向けた計画を策定いただくことにしている。

令和４年度予算案では、児童養護施設等の小規模かつ地域分散化の

推進に向けて、

・ 意欲的に取り組む自治体・施設等を支援するため、小規模かつ
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地域分散化された施設を整備する際の施設整備費等の補助率の嵩

上げ（1/2→2/3）や、自治体における整備候補地の確保に向けた

取組等の支援

・ 都市部等における取組を促進するため、地域小規模児童養護施

設及び分園型小規模グループケアの定員要件の緩和（現行定員６

人→定員４～６人の範囲内で設定）

・ 本体施設の基幹職員が地域小規模児童養護施設等のバックアッ

プ活動に専任できるよう、基幹職員の代替職員に係る人件費等の

加算

などについて、引き続き、実施することとしている。

また、里親養育への支援の拡充など施設における地域支援機能を強

化するため、

・ 自治体と連携して里親養育への支援に積極的に取り組む乳児

院・児童養護施設に対する里親支援専門相談員の配置への支援

・ 施設の専門性・ノウハウを活用し、里親やファミリーホーム、

自立援助ホーム等への巡回支援を行う児童養護施設等に対する心

理療法担当職員の配置への支援

・ 市町村等と連携し、地域における要支援家庭等を一時的に入所

又は通所させて支援を行う親子支援事業の実施（児童入所施設措

置費の施設機能強化推進費加算）

・ 乳児院等の地域支援の取組を推進するため、地域の要支援家庭

等への訪問支援等を行う施設に対して、家庭支援専門相談員加算

の加算要件（定員30名以上の施設のみ配置可能）の緩和

等についても、引き続き、令和４年度予算案で盛り込んでいるところ

である。

各都道府県等におかれては、各施設とも連携し、都道府県社会的養

育推進計画等に基づく取組が着実に進むよう、こうした取組の積極的

な活用について検討していただきたい。

② 母子生活支援施設の多機能化等の推進について

母子生活支援施設は、従来から母子を分離せずに入所させ、家庭養

育の支援を実践してきた施設であり、支援のニーズに応じて適切に利

用されることが重要である。

また、乳児院や母子生活支援施設、産科医療機関等にコーディネー

ターや看護師を配置し、妊娠期から出産後までの継続した支援を提供

する「産前・産前母子支援事業」を実施しているところであるが、管

内の母子生活支援施設と当該事業の実施について協議を行っていただ

くなど、妊婦等に対する支援体制の整備に当たり、母子生活支援施設
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の活用を検討していただきたい。

さらに、ＤＶ被害者への対応については、加害者からの安全な保護

のために広域的な対応を求められることも多いことから、個々の母子

の状況に応じた円滑な広域入所や入所期間の調整をお願いする。

なお、母子生活支援施設の入所期間に一律の期限を設けている市町

村もあるが、期限到来により安易に保護を解除するのではなく、支援

の必要性に応じて判断するよう、市町村への周知・徹底をお願いする。

③ 児童家庭支援センターの活用について

児童家庭支援センターについては 「都道府県社会的養育推進、

計画の策定要領」において、

・ 児童家庭支援センターが地域支援を十分に行えるように、その地

域及び配置などを考慮して、市区町村子ども家庭総合支援拠点の機

能を担ったり、フォスタリング機関としての機能を担うなど、機能

強化を図ること

・ 児童家庭支援センターは、虐待相談が急増する中で、児童相談所

の補完的役割を果たす拠点として制度化された背景を踏まえて、児

童相談所の管内の人口規模に応じた配置や、都道府県域が広域にわ

たるなど児童相談所が身近にない地域への設置を検討すること

・ 施設の地域支援機能や里親支援機能の強化の一環として各施設の

ほか、ＮＰＯ法人や医療法人等多様な民間団体が、児童家庭支援セ

ンターを開設できるような働きかけを行うこと

とされている。

また、児童相談所が行う在宅指導措置について、その支援内容は

個々のケースによって様々であることから、児童家庭支援センター等

の民間機関と協働し、より多くの必要とされるケースに適切に在宅指

導措置が提供されるように取り組むことが必要となる。

さらに、令和４年度予算案では、個別ケースの対応について、要保

護児童対策地域協議会で児童家庭支援センターが主たる支援機関とさ

れたものについて、市町村等から依頼を受け、児童家庭支援センター

が具体的な支援を実施する際の費用を補助する仕組みを創設したとこ

ろである。

これらを踏まえ、児童家庭支援センターの整備等による支援体制の

構築について 引き続き 取り組んでいただくとともに 指導委託促、 、 、「

進事業」の活用等により、児童家庭支援センターによる子どもや家庭

への支援を積極的に検討していただくよう、お願いする。
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④ 職員の人材確保・育成について

ア 人材確保

施設の小規模かつ地域分散化 高機能化及び多機能化・機能転換、

の推進等に当たり、追加的な人員配置を行う場合も含め、引き続き、

専門人材の確保・育成に取り組むことが必要である。

このため 令和４年度予算案では 働く場所として児童養護施設、 、

等の魅力等を発信するため 学生向けの広報啓発活動や 各施設等、 、

での職場体験等を支援する 社会的養護従事者魅力発信等事業 を「 」

創設し、人材確保に関する取組の強化を図ることとしている。

養成校等の学生向けに行う広報啓発に活用するコンテンツの作成

、等を想定した事業であることから、当該事業の成果物については

各自治体に情報提供を行う予定である。こうした取組の活用も含め、

各施設における人材確保への支援に取り組んでいただきたい。

イ 研修

ⅰ 職員の資質向上のための研修

児童養護施設等の職員の資質向上のための研修事業（各施設種

別、職種別に行われる研修への参加促進や、障害児入所施設や家

庭的環境の下での個別的な関係を重視したケア等を実施している

施設での実践研修を支援するもの）については、令和４年度予算

案においても、引き続き、実施することとしているので、職員の

資質の向上や被措置児童等虐待を含めた子どもの権利擁護の徹底

等の観点から、積極的に活用願いたい。

ⅱ 施設長研修

施設長研修は、施設長の任用要件であるとともに、２年に１回

以上の受講を義務付けているが、令和４年度は社会的養護施設関

係５団体が共催で11月 東京会場 12月 大阪会場 にて研修の（ ）、 （ ）

開催を予定している。

なお、児童自立支援施設の任用時研修については、国立武蔵野

学院附属人材育成センターでも行っている。

ⅲ 基幹的職員の配置の推進

各施設において自立支援計画等の作成・進行管理、職員の指導

等を行う基幹的職員を配置することは、施設運営の質の向上に資

するものである。基幹的職員が配置されていない施設がある都道

府県等においては、基幹的職員の配置の検討をお願いする。

また、基幹的職員の要件となる研修を行う「基幹的職員研修事

業」を補助事業として平成21年度より実施しているので、施設運

営の質の向上に本事業の実施を検討されたい。
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ⅳ 国立武蔵野学院附属人材育成センターの研修

国立武蔵野学院附属人材育成センターでは、これまでの施設や

機能及びこれまで培ってきた職員のノウハウ等を活かしながら、

児童福祉司等の養成及び社会的養護に携わる職員のスキルアップ

に対応した研修の充実を図ったところである。令和４年度におい

ても 「基幹的職員研修事業」で研修の企画・実施を行う者（講、

師）向けの指導者養成研修、児童自立支援施設職員研修や児童相

談所一時保護所職員等に対する研修を実施する予定としているの

で、各都道府県等におかれては積極的な参加をご検討いただきた

い。

⑤ 施設運営の質の向上について

ア 第三者評価の受審と公表について

社会的養護関係施設については 施設における処遇の質の向上及、

び更なる子どもの権利を擁護するといった視点から 平成24年４月、

より３か年度に１回以上の第三者評価の受審と結果の公表が義務付

けられているところ。また、第三者評価を受審しない年においても、

各施設は第三者評価の項目に準じて自己評価の実施 公表を行うこ、

と（ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」第24条の３、第「

29条の３ 第45条の３ 第76条の２ 第84条の３ となっているの、 、 、 ）

で、あわせて指導願いたい。

なお 第三者評価事業者が行う評価の基準については概ね３年毎、

に見直すこととなっており 全国推進組織である全国社会福祉協議、

会に設けられた 福祉サービスの質の向上推進委員会 に設置され「 」

ている児童部会社会的養護小委員会において 次期 令和４年度を、 （

始期とする３年間）に向けた見直し検討を行ったところである。

具体的な改定内容として、

・施設経営に関して 都道府県社会的養育推進計画の動向を把握、

すること

・権利擁護の評価細目に 自分から声を上げられない子どもの権「

利を保障するための取り組みが重要である」こと

・多様な性 外国籍にルーツを持つ子どもなど 背景の多様性に、 、

ついて尊重すること

等の観点を踏まえ加筆等がなされたところである これらについて。

は近く取りまとめた上 通知を予定しており 令和４年度から適用、 、

されるため、予めご承知おきいただきたい。

イ 施設等の被措置児童等虐待について（関連資料７参照）
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児童福祉法改正により 平成21年４月から被措置児童等虐待の防、

止に関する事項が制度化されているが 毎年 施設職員等による被、 、

措置児童等への虐待事案が生じている。

都道府県等においては 「被措置児童等虐待対応ガイドライン」、

（平成21年３月31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長、

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長連名通知 等）

、により、被措置児童等虐待の発生予防から早期発見、迅速な対応

再発防止等に取り組んでいただいているところであるが これまで、

の届出・通告状況 事実確認状況等を踏まえ あらためて貴管内に、 、

おける被措置児童等虐待への対応体制について 子どもの最善の利、

益や権利擁護の観点に即したものになっているか確認願いたい。

特にすべての関係者に対する意識啓発や子どもへの周知について

は、不断の取組をお願いする。

その上で 被措置児童等の権利が侵害されている場合や生命・健、

康・生活が損なわれるような事態が予想される場合等には 被措置、

児童等を保護し 適切な養育環境の確保をお願いする また 不適、 。 、

切な事業運営や施設運営が行われている場合には 事業者や施設を、

。監督する立場から、児童福祉法に基づき適切な対応をお願いする

また 児童福祉法第33条の16の規定により 都道府県知事は 毎、 、 、

年度 被措置児童等虐待の状況 被措置児童等虐待あった場合に講、 、

じた措置等を公表するものとされているため 各都道府県におかれ、

ては 被措置児童等虐待の状況等の公表につき 遺漏なきようお願、 、

いしたい。

なお 施設等における被措置児童等虐待対応に関しては 総務省、 、

行政評価局の行った実態調査に基づき、

・児童に対する虐待の有無を確認する端緒・機会として 監査の、

有効性 監査児のチェックポイントを示し 監査時に虐待の有、 、

無の確認を求めること

・虐待に関する通告・届出制度の運用実態を点検すること その。

結果を踏まえ 処理フローの見直しを含め 通告・届出が確実、 、

に都道府県知事に届く措置を講ずること

・ 被措置児童等虐待対応ガイドライン」に、児童福祉法第33条「

の15の規定の趣旨・目的 採るべき措置内容を明記し 都道府、 、

県児童福祉審議会からの意見聴取の徹底を図ること

。等といった見直しや必要な措置を講ずるよう勧告がなされている

施設等の指導監査については 今般 児童福祉行政指導監査の、 、「「

実施について の着眼点について 一部改正 令和３年12月24日」 」（【 】

子家発1224第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉長通
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知 を改定し 監査指導時には子どもの権利擁護に向けた取組みや） 、

被措置児童等虐待の防止に向けた体制整備状況について確認するこ

とに加え 被措置児童等虐待や不適切な取り扱い 権利侵害のおそ、 、

れのある事案が発生していないかを確認するためのチェックポイン

トを新たにお示ししたところである。指導監査担当部局においては、

被措置児童等から聴き取りをおこなうなどして 被措置児童等虐待、

の有無についても点検に努めるよう より一層の指導監査体制の充、

実をお願いする。

また 施設等における被措置児童等虐待通告・届出の対応につい、

ては、勧告の内容を踏まえた「被措置児童等虐待対応ガイドライ

ン の改定を検討しており 近くその内容について周知する予定で」 、

あるので、今後とも、適切な対応を心がけていただきたい。

ウ 子ども間の性的問題行動について

児童養護施設等は 子どもたちが信頼できる大人や仲間の中で安、

心して生活を送ることができる場である必要があり 子ども間の性、

的暴力が起こることはあってはならない。

そのため 平成31年４月に すべての子どもに対する定期的な面、 、

接の実施や性教育の実施等 平成30年度の調査研究で聞き取った施、

設の取組事例を参考に未然防止や早期把握を徹底すべきことや 事、

案を把握した場合の児童相談所や保護者への報告と被害児童に対す

る安全確保や専門的ケアを確実に実施すべきこと等を通知しており、

各都道府県においては 子どもの権利擁護が図られるよう 引き続、 、

き、各施設等への周知・徹底を図られたい。

なお 令和元年度の調査研究においては 平成30年度の調査研究、 、

で収集したデータを活用して 子どもが抱えている問題の背景や施、

設等での取組状況等と 把握された事案との関連性等について分析、

を行うとともに その分析結果等を踏まえた施設現場等の実践に役、

立つチェックポイントを作成した。

また 令和２年度においては 昨年度作成したチェックポイント、 、

について 調査やインタビュー結果 実践した結果について評価・、 、

分析し 施設等での普及・活用を図るため 初学者や導入を検討す、 、

る施設向けのチェックポイントの「導入編」を開発したところ。

これら調査研究も参考の上 問題の発生予防について対策を講じ、

られたい。

（４）児童養護施設退所者等の自立支援の充実について
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① 社会的養護自立支援事業等について（関連資料８参照）

児童養護施設退所者等については、住居や生活費等の安定した生活

基盤の確保のほか、退所後の生活における不安や悩み等へのケアなど、

様々な観点から、適切な支援を行うことが必要となる。

特に、里親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置を受け

ていた者で18 歳 措置延長の場合は20歳 到達により措置解除された（ ）

者のうち、自立のための支援を継続して行うことが適当な場合につい

ては 「社会的養護自立支援事業」を活用し、原則22 歳に達する日の、

属する年度の末日まで、個々の状況に応じて引き続き必要な支援を実

施することができることとなっている。

令和４年度予算案においては、社会的養護自立支援事業について、

児童養護施設の退所者等への支援を行うコーディネーターの配置に対

する補助の拡充や、医療機関・就労支援機関への同行支援等に係る補

助の拡充を行うこととしている。

また、児童養護施設退所者等に対する生活費等の貸付事業について、

主に施設退所時に申請を行うものとしていたが、令和３年度補正予算

において、申請時期を退所時に限定せず、退所後５年まで延長し、退

所後の状況変化にも対応できるよう事業を拡充しており、子どもの自

立に向けた継続的・包括的な支援の充実を図っているところである。

特に、社会的養護自立支援事業を活用した支援については、自治体

により取組状況の差が生じていることから、事業の対象となる者が必

要な支援が受けられないことがないよう、各都道府県等におかれては、

必要な予算措置を行い、適切な自立支援を実施していただきたい。

② 措置延長等の積極的な活用について

措置延長や措置継続については 児童養護施設等及び里親等の措置、「

延長等について 平成23年12月28日厚生労働省雇用均等・児童家庭局」（

長通知）において、その考え方を示しているところであるが、特に、

・ 大学等や専門学校等に進学したが生活が不安定で継続的な養育を

必要とする児童等

・ 就職又は福祉的就労をしたが生活が不安定で継続的な養育を必要

とする児童等

・ 障害や疾病等の理由により進学や就職が決まらない児童等であっ

て継続的な養育を必要とするもの

などの場合、積極的に措置延長を行うよう、検討することとしている

ことを踏まえ、制度の適切な運用をお願いする。

③ 自立援助ホームの活用について
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自立援助ホームについては、施設を退所した子ども等が共同生活を

行う住居において日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援な

どを行うものであるが、地域の関係機関から市区町村に寄せられた保

護や自立支援の相談が、児童相談所まで届かず、自立援助ホームの入

所につながらないとの指摘もある。各都道府県等におかれては、市区

町村に寄せられた自立支援のニーズが自立援助ホームの入所に適切に

つながるよう、管内市区町村への働きかけをお願いする。

④ 社会的養護経験者のネットワーク形成について（関連資料９参照）

厚生労働省では、児童養護施設退所者等の社会的養護経験者同士が

その支援者団体等も含めて、交流を深め、意見交換及び意見表明を行

う機会等を確保することで、社会的養護経験者の孤立を防ぐとともに、

社会的養護経験者が抱える課題等を把握し、適切な自立支援策の構築

を図るため 社会的養護経験者ネットワーク形成事業 を実施してい、「 」

る。

令和３年度における当該事業では、社会的養護経験者全国交流会

（令和４年２月11日～13日開催）を実施するとともに、社会的養護経

験者向けウェブサイトの構築を行ったところである。ウェブサイトは、

当事者の意見も踏まえた上で、社会的養護経験者に対する支援団体や

支援の情報等を掲載しているものであることから、自立支援に関わる

関係機関等に広く周知していただきたい。

（参考）社会的養護経験者向けウェブサイト ※ 随時、更新予定

https://irisconnect.jp/

（５）児童養護施設等における新型コロナウイルス感染症対策について

児童養護施設等における新型コロナロナウイルス感染症の感染拡大防

止について、これまでも関係者の皆様に多大なる御尽力いただいており、

改めて感謝申し上げる。

令和３年度補正予算に計上した「児童養護施設等の生活向上のための

環境改善事業」は、児童養護施設等において、感染症対策の徹底を図り

ながら業務を継続的に実施していくために必要な経費として、

・ 代替職員の確保に必要な経費

・ 職員の超過勤務手当等

・ 行政検査の対象とならず、やむを得ず施設等の負担で職員がPCR

検査等の検査を受けた際に要した経費

・ 職員が出勤後に発熱した場合に備えるなど、必要な範囲で施設等

が医療用抗原検査キットを購入する経費（自治体による一括購入に
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よる配布やそのための備蓄を含む ）。

・ その他自治体が業務の継続に必要な経費として認めるもの（他の

補助制度の活用ができないもの）

等も含まれているので、当該事業を活用して必要な対策を実施していた

だきたい。

なお 事業の基準額 １か所当たり800 万円 は 児童養護施設等の、 （ ） 、「

入所児童等及び職員に新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者や感染

（又は感染が疑われる）者が発生した場合等、都道府県知事が必要と認

める場合は、管内の対象施設等の基準額の総和の範囲内で施設等ごとの

基準額を調整することができることとされているので、必要に応じ、こ

の仕組みを活用していただきたい。
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社会的養育関連予算について

家庭養育優先原則に基づく取組等の推進

Ⅰ 包括的な里親養育支援体制の構築

Ⅲ 施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び
多機能化・機能転換等に向けた取組の推進

Ⅱ 特別養子縁組の推進

Ⅳ 自立支援の充実

自立
支援

施 設

・広報の企画立案、講演会や説明会の開催等による制度
の普及啓発

研修･トレーニング研修･トレーニング
・登録前研修、更新研修の実施
・委託後や未委託里親へのトレーニングの実施

・子どもと里親とのマッチング
・自立支援計画の作成

・委託後の里親家庭への訪問支援、夜間・休日相談
・定期的な相互交流の場を設け、情報交換等を図る

マッチングマッチング

リクルートリクルート

・児童入所施設措置費等1,360億円 ・児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業381億円の内数
・里親制度等広報啓発事業2.1億円 ・里親養育包括支援（フォスタリング）職員研修事業34百万円
・養子縁組民間あっせん機関職員研修事業20百万円 ・社会的養護出身者ネットワーク形成事業12百万円
・社会的養護魅力発信等事業（新規）20百万円

里親のリクルートから委託後支援・交流に至るまでの一貫した里親
養育支援を総合的に実施する事業に要する費用を補助。

＜取組内容＞
・ 令和６年度末までの集中取組期間における補助率の嵩上げ
（1/2→2/3）を行うほか、里親委託に意欲的に取り組む自治体が行う
先駆的な取組をモデル的に支援し、効果的な取組事例の横展開等を実施。

・ 新規登録里親へ経験豊富な里親を派遣して養育支援する取組を創設。
・ 里親家庭の一時的な休息（レスパイト）への支援の強化。
・ 自立支援担当職員の補助単価の見直し（事業費を追加）。 等

民間養子縁組あっせん機関に対して、体制整備を
進めるためのモデル事業や、養親希望者等の負担軽減
を図る事業による支援の実施のほか、職員の研修や
第三者評価受審費用等への助成等を実施。

＜取組内容＞
・ 年度ごとに補助事業者を採択する仕組みのモデル事業の一部を一般事
業化し、取組の安定化を図るとともに、補助対象となる事業者数を拡大。

・ 特別養子縁組を行った当事者同士やあっせんを行った機関の交流等に
取組む。 等

里親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置が行われていた者で、18歳（措置延長の場合は20歳）に到達したことに
より措置解除された者について、自立のための支援を継続して行うことが適当な場合に、22歳の年度末までの間、住まいの確保
に関する支援や、生活相談・就労相談等による支援を実施。

＜取組内容＞
・ コーディネーターの配置に対する補助の拡充のほか、医療機関や就労支援機関への同行支援等を行うための補助を拡充。
・ 施設退所者等の実態把握等を進めるとともに、自立支援のための体制整備を促進する。
・ 施設退所後の生活費や家賃の貸付について、申請時期を施設退所時に限定せず、退所後５年まで延長。 等

※ 実態把握等を行うための補助制度及び施設退所後の貸付は令和３年度第１次補正予算において措置。

児童養護施設や乳児院等の施設において、「小規模
かつ地域分散化」に向けた取組や、地域支援に関する
取組強化を含めた、「高機能化及び多機能化・機能転
換」に関する取組等を推進。

上記のほか、社会的養護関係施設の職員に対する処遇改善(３％程度(月額9,000円)引上げ)を令和３年度第１次補正予算及び令和４年度予算案において措置。
また、令和２年度補正予算に引き続き、ICT化、感染対策に伴うかかり増し経費等の補助を令和３年度第１次補正予算において措置。

＜取組内容＞
・ 小規模かつ地域分散化に意欲的に取り組む自治体に対して、令和６年

度末までの集中取組期間における整備費の補助率の嵩上げ(1/2→2/3)
を実施するとともに、定期借地権設定のための一時金の一部を補助。等

養子
縁組

里 親

委託後支援・交流委託後支援・交流

16

IHVWI
テキスト ボックス
資料１




里親のリクルート及びアセスメント、登録前・登録後及び委託後における里親に対する研修、子どもと里親家庭のマッチング、里親養育への支援（未委託

期間中及び委託解除後のフォローを含む。）に至るまでの一貫した里親養育支援及び養子縁組に関する相談・支援を総合的に実施する事業に要する費

用を補助。

①里親制度等普及促進・リクルート事業

里親のリクルートに向けた現状分析や企画立案を行うとともに、それらを踏まえた積極的な広報啓発活動の実施により新たな里親を開拓する。

②里親研修・トレーニング等事業

里親に対する登録前研修や更新研修を実施するとともに、未委託里親や委託後の里親に対して、事例検討やロールプレイ、実習などのトレーニングを

実施することにより、養育技術の維持、向上を図る。また、フォスタリング業務を担当する職員の研修への参加を促進し、資質向上を図る。

③里親委託推進等事業

子ども、実親及び里親家庭のアセスメントを踏まえた情報を基に、委託先の候補となる里親家庭の選定、委託の打診と丁寧な説明、子どもと里親の面

会等を実施するとともに、委託後の子どもの自立に向けて、子どもや里親等の意向を踏まえた効果的な自立支援計画を作成する。

④里親訪問等支援事業

里親家庭等への定期的な訪問や夜間・休日の相談窓口の開設等により、相談に応じるとともに、子どもの状態の把握や里親等への援助を行う。また、

里親等が集い、養育についての話し合い等相互の交流を定期的に行い、情報交換や養育技術の向上を図る。

また、フォスタリング機関が24時間の相談体制及び緊急時に里親家庭へ駆けつけられる緊急対応体制の整備を行う。

⑤里親等委託児童自立支援事業

フォスタリング機関に進学・就職等の自立支援や退所後のアフターケアを担う自立支援担当職員を配置し、児童養護施設等と同様、里親・ファミリー

ホームにおいても委託解除前から自立に向けた支援を行う。

⑥共働き家庭里親委託促進事業

企業に働きかけ、里親委託と就業の両立が可能となるような仕組みづくりを官民連携の下、共有し、分析・検証し、その成果を全国的に普及拡大する。

⑦障害児里親等委託推進モデル事業

障害児やその養育者への支援に関して専門的なノウハウを有する児童発達支援センター・障害児入所施設等と連携し、障害児の養育を行う里親等

を訪問して必要な支援を行うなど、障害児養育に係る里親等の負担軽減に向けた支援体制の構築を図る。

⑧里親等委託推進提案型事業

「概ね５年以内に３歳未満児の里親等委託率７５％以上」の目標の達成に向けて意欲的に取り組む自治体が行う先駆的な取組を支援し、効果的な

取組事例の横展開を図る。

１．事業内容

里親養育包括支援（フォスタリング）事業

令和４年度予算案：212億円の内数（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

＜里親訪問等支援事業（拡充）＞

○里親家庭養育協力支援の創設（加算分に追加）

・新規に登録した里親が里親委託を受ける場合に、経験豊富な里親を派遣して養育を支援する取組を創設 → １回当たり：4,860円

（経験豊富な里親の家庭に、新規に登録した里親が出向き、里親委託による養育を体験することも可能）

○養育児童預かり支援の創設（加算分に追加）

・里親家庭が一時的な休息（レスパイト）を取りやすくなるよう、フォスタリング機関が子どもの一時預かりを行うための支援を創設。

→ ①受入準備経費：8,000千円、②宿泊を伴う一時預かり：13,980円（日額）、③宿泊を伴わない一時預かり：5,500円（日額）

＜里親等委託児童自立支援事業（拡充）＞

・自立支援担当職員による訪問支援等の活動が充実するよう、補助単価の見直しを行う。

2,906千円（年額）→ 【要求】事務費 2,906千円、事業費 1,082千円 ※対象者10人以上かつ支援回数120回以上の場合

２．拡充内容（令和４年度予算案）

令和３年度予算より、令和６年度末までの「集中取組期間」で以下の要件のいずれも満たす場合に補助率の嵩上げを実施（1/2 ⇒ 2/3）

（1）「３歳未満児の里親等委託率」及び「新規登録里親数」のいずれもが対前年度比で増加見込みであること

（2） 里親委託・施設地域分散化等加速化プランを策定し、当該プランにおける計画値が以下の要件のいずれかに合致している

こと

ⅰ 令和６年度末時点の３歳未満児の里親等委託率75％以上を目指す自治体

ⅱ 令和６年度末時点の３歳未満児の里親等委託率が令和元年度末と比較して３倍以上の増加を目指す自治体

（3）加速化プランにおける里親のなり手を増やすための方策として、以下の項目について、事後的に取組状況を検証可能とする具体的

な取組内容を策定していること

ⅰ フォスタリング体制の構築

ⅱ 里親リクルート

ⅲ 研修・トレーニング

ⅳ マッチング

ⅴ 委託後の相談支援
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①統括責任者加算・・・・・・・・・・１か所当たり 5,865千円

②市町村連携加算・・・・・・・・・・１か所当たり 5,700千円

③里親制度等普及促進・里親リクルート事業

都道府県等が実施する場合・・・・・１自治体当たり 1,932千円

委託して実施する場合・・・・・・・１か所当たり 1,288千円

里親リクルーター配置加算・・・・・１か所当たり 5,736千円加算

新規里親登録件数

15件以上25件未満・・・・・ １か所当たり 1,306千円加算

25件以上35件未満・・・・・ １か所当たり 1,862千円加算

35件以上・・・・・・・・・ １か所当たり 2,417千円加算

④里親研修・トレーニング等事業

都道府県等が実施する場合・・・・１自治体当たり 7,759千円

委託して実施する場合・・・・・・１か所当たり 5,173千円

里親トレーナー配置加算（常 勤）１か所当たり 5,431千円加算

里親トレーナー配置加算（非常勤）１か所当たり 2,604千円加算

研修代替要員費・・・・・・・・・１人当たり 38千円

⑤里親委託推進等事業 ・・・・・・・１か所当たり 6,476千円

新規里親委託件数

15件以上30件未満・・・・・・・・１か所当たり 1,126千円加算

30件以上45件未満・・・・・・・・１か所当たり 2,882千円加算

45件以上・・・・・・・・・・・・１か所当たり 3,947千円加算

【実 施 主 体 】都道府県、指定都市、児童相談所設置市（設置予定市区を含む。）

【補 助 率】①～⑨の事業 国：1/2（又は2/3）、都道府県・指定都市・児相相談所設置市：1/2（又は1/3）

⑩の事業 定額（国：10/10相当）

⑥里親訪問等支援事業 ・・・・・・・１か所当たり 9,796千円

里親等委託児童数

20人以上40人未満・・・・・・・・１か所当たり 2,340千円加算

40人以上60人未満・・・・・・・・１か所当たり 4,308千円加算

60人以上80人未満・・・・・・・・１か所当たり 7,777千円加算

80人以上・・・・・・・・・・・・１か所当たり 10,496千円加算

心理訪問支援員配置加算（常 勤）・ １か所当たり 5,098千円加算

心理訪問支援員配置加算（非常勤）・ １か所当たり 1,552千円加算

里親家庭養育協力支援・・・・・・・ １日当たり 4,860円 ≪新規≫

養育児童預かり支援

受入準備経費・・・・・・・・・・・１か所当たり 8,000千円 ≪新規≫

一時預かり（宿泊を伴うもの）・・・１日当たり 13,980千円 ≪新規≫

一時預かり（宿泊を伴わないもの）・１日当たり 5,500千円 ≪新規≫

⑦里親等委託児童自立支援事業

アフターケア対象者10人以上かつ

支援回数120回以上の場合・・・・・ １か所当たり 3,988千円 ≪拡充≫

アフターケア対象者20人以上かつ

支援回数240回以上の場合・・・・・ １か所当たり 7,898千円 ≪拡充≫

⑧共働き家庭里親委託促進事業 ・・・１自治体当たり 3,749千円

⑨障害児里親等委託推進モデル事業・・１か所当たり 2,100千円 ≪拡充≫

⑩里親等委託推進提案型事業・・・・・１自治体当たり 10,000千円

３．補助基準額等

都道府県
（児童相談所）

社会福祉法人
NPO 等

リクルートリクルート

マッチングマッチング

委託後支援・交流委託後支援・交流

・広報の企画立案、講演会や説明会の開催等による
制度の普及啓発

里親リクルーター≪常勤≫、リクルーター補助員≪非常勤≫

研修･トレーニング研修･トレーニング

・登録前研修、更新研修の実施
・委託後や未委託里親へのトレーニングの実施

里親トレーナー≪常勤又は非常勤≫

・子どもと里親とのマッチング
・自立支援計画の作成

里親等委託調整員≪常勤≫、委託調整補助員≪非常勤≫

・委託後の里親家庭への訪問支援、夜間・休日相談
・定期的な相互交流の場を設け、情報交換等を図る

里親等相談支援員≪常勤≫、相談支援員補助員≪非常勤≫、
心理訪問支援員≪常勤又は非常勤≫
自立支援担当支援員≪常勤又は非常勤≫

リクルート、研修、マッチング、支援等を通じた一貫した里親支援体制

統括責任者≪常勤≫

事業の全部又は
一部を委託可能

里親養育包括支援（フォスタリング）事業イメージ
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養子縁組民間あっせん機関助成事業【拡充】

概要

○ 特別養子縁組の民間あっせん機関に対する助成事業について、年度ごとに補助事業者を採択する仕組みのモデル事業の一部を一般
事業化することで、民間あっせん機関による取組の安定化を図るとともに、補助対象となる事業者数を拡大する。

拡充内容

【養子縁組民間あっせん機関助成事業（拡充）】

・ 民間あっせん機関への補助について、モデル事業として、年度ごとに補助対象とする機関を採択する仕組みの見直しを行い、

一部のモデル事業を一般事業化する。（下記参照）

・ 資質向上モデル事業により、民間あっせん機関同士の事例検討や人事交流等を支援しているが、連携強化の観点から、児童相談所

との定期的な事例検討会議等の実施を促すため、補助単価を引上げ。

１か所当たり 1,100千円（年額） → １か所当たり 1,954千円（＋854千円）

【現行（令和３年度）】

○養子縁組民間あっせん機関支援体制構築モデル事業
※事業実施要件を満たすほか、毎年、対象事業者の採択を受けることが必要。

①養親希望者等支援モデル事業（１か所：4,583千円）

②障害児等支援モデル事業（１か所：3,070千円）

③心理療法担当職員の配置による相談支援体制構築モデル事業
（１か所：6,179千円）

④特定妊婦への支援体制構築モデル事業（１か所：6,344千円）

⑤高年齢児等への支援体制構築モデル事業（１か所：3,354千円）

⑥資質向上モデル事業（１か所：1,100千円）

⑦出自を知る権利の支援体制モデル事業（１か所：6,179千円）

＜一般事業への移行対象事業＞

【令和４年度予算案】

○養子縁組民間あっせん機関体制整備支援事業（仮称）

※事業実施要件を満たしていれば補助対象（一般事業）

・基本分（事務費）※現行の①＋④に相当

・加算Ⅰ（障害児等支援加算）※現行の②に相当

・加算Ⅱ（心理療法担当職員配置加算）※現行の③に相当

○養子縁組民間あっせん機関支援体制構築モデル事業
・高年齢児等への支援体制構築モデル事業
・資質向上モデル事業
・出自を知る権利の支援体制モデル事業

（実施主体） 都道府県、指定都市、児童相談所設置市 ※民間あっせん機関の許可を行った自治体が実施主体

（補助率） 国：１／２、都道府県、指定都市、児童相談所設置市：１／２

令和４年度予算案：212億円の内数（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

○養子縁組民間あっせん機関助成事業

【補助基準額】

①養子縁組民間あっせん機関基本助成事業

ⅰ 養子縁組民間あっせん機関等職員研修参加促進事業 受講者１人当たり 55千円

ⅱ 第三者評価受審促進事業 １か所当たり 321千円

ⅲ 養子縁組民間あっせん機関体制整備支援事業 基本分 １か所当たり 10,931千円 ≪新規≫
障害児等支援加算 １か所当たり 3,073千円 ≪新規≫
心理療法担当職員配置加算 １か所当たり 6,171千円 ≪新規≫

②養子縁組民間あっせん機関支援体制構築等モデル事業

ⅰ 高年齢児等への支援体制構築モデル事業 １か所当たり 3,354千円

ⅱ 資質向上モデル事業 １か所当たり 1,954千円 ≪拡充≫

ⅲ 子どもの出自を知る権利に関する支援体制整備モデル事業 １か所当たり 6,171千円

③養親希望者手数料負担軽減事業 １人当たり 400千円（上限）

【実 施 主 体 】都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補 助 率】国：1/2、都道府県・指定都市・児相相談所設置市：1/2
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【社会的養護自立支援事業（拡充）】

＜支援コーディネーターの配置＞

・取組状況に応じた加算を創設（コーディネーターが20ケース以上に対応している場合、補助員の配置等に要する費用を加算）

・複数名を配置できるよう補助単価を見直し（ １自治体１名分 → 児童相談所当たり１名分に拡充 ）

１か所当たり 6,224千円 → １か所当たり 6,224千円 ＋ 2,009千円（加算）

※複数名配置する自治体は、児童相談所の設置数を乗じて得た額を補助基準額とすることが可能

＜医療連携支援（拡充）＞

・自立支援を行う機関における医師の配置促進を行うとともに、医療機関への同行支援等の取組の強化を促すため、補助単価を引上げ

１か所当たり：5,900千円（年額） → １か所当たり： 7,842千円 （＋1,942千円）

※医療機関への同行支援を行う場合、557千円を加算

＜就労相談支援（拡充）＞

・ハローワーク等の就労支援機関への同行支援など、取組の強化を促すため、事業費を創設 → 事業費：557千円

【身元保証人確保対策事業（拡充）】

・身元保証人確保に必要な保険料の補助について、対象を措置解除等から２年以内の者から、措置解除等から５年以内の者まで拡大する。

社会的養護自立支援事業等

①社会的養護自立支援事業
里親等への委託や、児童養護施設等への入所措置を受けていた者について、必要に応じて18歳（措置延長の場合は20歳）到達後も

22歳の年度末までの間、引き続き里親家庭や施設等に居住して必要な支援を提供する事業に要する費用を補助する。

②身元保証人確保対策事業
児童養護施設や婦人保護施設等を退所する子どもや女性が就職したり、アパート等を賃借する際に、施設長等が身元保証人となる

場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会が契約者として締結し、その保険料を補助する。

令和４年度予算案：212億円の内数（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

１．事業内容

２．拡充内容（令和４年度予算案）

①社会的養護自立支援事業

・支援コーディネーター配置 １か所当たり 6,224千円 ＋ 2,009千円（加算）（20ケース以上に対応している場合） ≪拡充≫ 
※ 複数名配置する場合、児童相談所の設置数を乗じて得た額を補助基準額とすることが可能 ≪拡充≫

・居住費支援 １人当たり月額 397千円（児童養護施設） 等

・生活費支援 １人当たり月額 52,120円（就学・就労をしていない者）、11,360円（就学している者） 等

・生活相談支援 １か所当たり 10,196千円（常勤２名以上配置）

・就労相談支援 １チーム当たり 5,739千円 ※ 就労支援機関への同行支援を行う場合、557千円を加算 ≪新規≫

・学習費等支援
（特別育成費） 基本額 １人当たり月額 24,420円 補習費 １人当たり月額 20,000円

資格取得等特別加算 １人当たり 57,610円 補習費特別分 １人当たり月額 25,000円

・医療連携支援 １か所当たり 7,842千円 ≪拡充≫ ※ 医療機関への同行支援を行う場合、557千円を加算 ≪新規≫

・退所後生活体験支援 １人当たり ： 53,700円

・法律相談支援 １か所当たり ： 3,000千円

②身元保証人確保対策事業

・就職時の身元保証 年間保険料 10,560円

・賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 年間保険料：19,152円

・大学・高等学校等入学時の身元保証 年間保険料：10,560円

・入院時の身元保証 年間保険料：2,400円

【実 施 主 体 】①都道府県、指定都市、児童相談所設置市
②都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市、市及び福祉事務所設置町村

【補 助 率】国：1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：1/2
国：1/2、都道府県：1/4、市・福祉事務所設置町村：1/4（市及び福祉事務所設置町村が実施する場合）

３．補助基準額等
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社 会 的 養 護 自 立 支 援 事 業 の 実 施 イ メ ー ジ

①支援コーディネーター（全体を統括）

＜児童相談所等＞

※ 児童の措置解除前に、支援担当者会議を開催し、退所後の生活等を考慮した継続支援計画を作成
※ 関係機関と連携しながら、継続支援計画に基づく支援状況を把握し、生活状況の変化などに応じて計
画を見直し

措
置
解
除

22
歳

②生活相談支援担当職員（生活相談支援）

③就労相談支援担当職員（就労相談支援）

⑥住居費支援（里親・施設の住居費費を支援）
⑦生活費支援（大学進学者等の生活費を支援）
⑧学習費等支援（進学希望者の学習塾費等を支援）

⑥住居費支援（里親・施設の住居費費を支援）
⑦生活費支援（大学進学者等の生活費を支援）
⑧学習費等支援（進学希望者の学習塾費等を支援）

＜民間団体への委託等＞

（引き続き施設等に居住する児童）

※ 家庭復帰・自立した者の家賃・生活費については、「自立支
援資金貸付事業」の活用が可能

※ 措置解除後も特に支援の必要性が高く、施設等において居
住の場を提供する場合、措置費に準じて居住費等を支給。

※ 居住、家庭、交友関係・将来への不安等に関する生活上の相談支援
※ 対象者が気軽に集まる場を提供する等の自助グループ活動の育成支援

※ 安定した退所後の生活を確保するため、退所後の一人暮らし体験の支援 等

※ 雇用先となる職場の開拓 ・就職面接等のアドバイス
※ 事業主からの相談対応を含む就職後のフォローアップ 等

対象者の状況に応じて必要な支援を実施

⇒ 自助グループが特定日に児童養護施設等に赴いて入所児童の自立に
向けた相談支援を行う場合に必要となる経費を補助

（家庭復帰又は自立した児童）

④嘱託医等（医療連携支援）
※ 嘱託医等と契約するなど、医療的な支援が必要な者に対する支援を行う

※ 弁護士等と契約し、法律相談が必要となるケース（金銭・契約トラブル等）への
対応を行う

⑤弁護士等（法律相談支援）

※措置費による自立支援

○進学・就職等の自立支援や
退所後のアフターケアを担う
職員を配置し、退所前後の
自立に向けた支援を拡充
【令和２年度～】

【１か所当たり約580万円】

○就職の際に必要な被服類等や
大学進学等の際に必要な学用
品等の購入費等の支援
【児童１人当たり最大約28万円】

参考

児童家庭支援センター運営等事業【拡充】

○ 児童家庭支援センター等の機関が行う子どもや保護者等への支援について、児童相談所の指導委託だけでなく、市町村等から依頼を
受けて個別ケースの対応を行う場合にも補助対象とするとともに、法的な問題が絡む相談にも対応できるよう、「法的問題対応加算」
を設け、弁護士の嘱託費用等を補助する。

【児童家庭支援センター運営事業（拡充）】

・ 児童家庭支援センターにおいて、法的な問題が絡む相談にも対応できるよう、事務費に「法的問題対応加算」を設け、

弁護士の嘱託費用等を補助する。

→ 「法的問題対応加算」：１か所当たり 360,000円

【指導委託促進事業（拡充）】 ※「指導委託促進等事業」に名称変更

・ 児童相談所からの指導委託に基づき、児童家庭支援センター等の機関が行う子どもや保護者等への支援に対して補助を行っている
が、児童相談所の指導委託だけでなく、市町村等から依頼を受けて個別ケースの対応を行う場合（当該機関が要対協で主たる支援
機関とされたケースに限る。）にも補助対象とする。

指導委託を受けたケース １件当たり：107,000円

→ 【要求】 指導委託を受けたケース：１件当たり：107,000円
主たる支援機関として支援を行うケース：１件当たり：107,000円（新規）

概要

拡充内容

令和４年度予算案：212億円の内数（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

①児童家庭支援センター運営事業

常勤心理職配置の場合 １か所当たり 11,780千円 ※ 対応件数に応じて事業費等も補助

非常勤心理職配置の場合 １か所当たり 7,846千円

法的問題対応加算 １か所当たり 360千円 ≪新規≫

②児童養護施設退所児童等に対する自立促進事業 １か所当たり 1,069千円

③指導委託促進事業

指導委託を受けたケース １件当たり 107,000円
主たる支援機関として支援を行うケース １件当たり：107,000円 ≪新規≫

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補 助 率】国：1/2、都道府県・指定都市・児童相談所設置市：1/2

補助基準額

21



○「社会的養護魅力発信等事業」の創設

【想定される事業内容（例））】

・養成校等の学生向けに行う広報啓発に活用するコンテンツの作成

・ＳＮＳも含めたインターネット広告等による児童養護施設等の職場の魅力発信（養成校等への情報提供を含む）

・併せて、施設従事者同士のピアサポート（悩み等を抱える者の相談支援）を実施。

事業内容

社 会 的 養 護 魅 力 発 信 等 事 業 【 新 規 】

令和４年度予算案：0.2億円（社会的養護魅力発信等事業）

○ 働く場所として児童養護施設等の魅力等を発信するため、学生向けの広報啓発活動や、各施設等での職場体験等を支援する「社会的
養護従魅力発信等事業」を創設することより、人材確保に関する取組の強化する。

概要

＜広報啓発＞

・インターネット広告等で活用する
コンテンツの作成

・養成校の学生等が情報収集を行いやすいよう、
各施設等での職場体験の機会について、
情報提供

＜職場体験の情報提供＞ ＜施設従事者同士のピアサポート＞

・仕事の悩みを抱える施設従事者
に対する相談支援の場を設ける
ため、オンラインでのピアサポート
を実施

【実施主体】 法人（公募により選定）

【補助率】 国：定額（10／10相当）

児 童 養 護 施 設 退 所 者 等 に 対 す る 自 立 支 援 資 金 貸 付 事 業

（１）就職者
① 就職により児童養護施設等を退所した者等であって、保護者がいない又は保護者からの養育拒否等により、住居や生活費など安定した生活基盤の確保が困難
又はそれが見込まれる者
【家賃支援費貸付】 貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限）、 貸付期間：２年間

② 就職により児童養護施設等を退所した者等のうち、新型コロナウイルス感染症の影響による内定取消や休業等により収入が減少し、経済的に厳しい状況にある者
【家賃支援費貸付】 貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限）、 貸付期間：３年間（求職期間を含む）
【生活支援費貸付】 貸 付 額 ：月額８万円、 貸付期間：12か月間（求職期間を含む）

（２）進学者
① 大学等への進学により児童養護施設等を退所した者等であって保護者がいない又は保護者からの養育拒否等により、住居や生活費など安定した生活基盤の確保
が困難又はそれが見込まれる者
【家賃支援費貸付】 貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限）、 貸付期間：正規修学年数
【生活支援費貸付】 貸 付 額 ：月額５万円、 貸付期間：正規修学年数

② 大学等への進学により児童養護施設等を退所した者等のうち、新型コロナウイルス感染症の影響によるアルバイト休業等により収入が減少し、経済的に厳しい状況にある者
【家賃支援費貸付】 貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限）、 貸付期間：正規修学年数
【生活支援費貸付】 貸 付 額 ：月額５万円（12か月間までは月額８万円とすることが可能）、 貸付期間：正規修学年数

（３）資格取得希望者（児童養護施設等に入所中の者、里親等に委託中の者、退所等から４年以内で大学等に在学中の者）
【資格取得支援費貸付】 貸 付 額 ：25万円

※5年間の就業継続を満たした場合には貸付金は返還免除（資格取得貸付は２年間の就業継続で返還免除）

（参考）貸付額・貸付期間等

令和３年度補正予算：２．１億円（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

○ 児童養護施設退所者等が住居や生活費など安定した生活基盤を確保することが困難な場合等において、家賃相当額の貸付や生活費の
貸付、資格取得費用の貸付を行うことにより、これらの者の円滑な自立を支援する。

概要

○ 施設退所者等に対する貸付について、主に施設退所時に申請を行うものとしているが、申請時期を退所時に限定せず、退所後５年まで

延長し、退所後の状況変化にも対応できるよう事業を拡充する。

要求内容

（実施主体）都道府県又は都道府県が適当と認める民間法人 （補助率）定額（国：9/10相当） ※都道府県は、貸付実績に応じて1/10相当を負担
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児童養護施設退所者等に対する自立支援資金の貸付

○ 児童養護施設等を退所し、就職や進学する者等の安定した生活基盤を築き、円滑な自立を支援するため、家賃相当額の
貸付、生活費の貸付及び就職に必要な資格を取得するための経費の貸付を行う。

○児童養護施設

○児童自立支援施設

○児童心理治療施設

○自立援助ホーム

○里親

○ファミリーホーム

就職

５年間の
就業継続で
返還免除

家賃支援費貸付（家賃相当額※）
※生活保護制度の
住宅扶助額が上限
（東京都特別区：

53,700円（単身世帯）

家賃支援費貸付（家賃相当額※）

生活支援費貸付（月額５万円）

各種奨学金（日本学生支援機構等）

進学

就職

正規の修学年数（大学であれば４年間）

２年間

５年間の就業継続で
返還免除

施設入所等

資格取得支援費貸付（上限25万円） 就職

２年間の
就業継続で
返還免除＜新型コロナウイルス感染症の影響によるアルバイト休業等で収入が減少した者＞

【生活支援費貸付】 貸付額を８万円まで引上げが可能（最大12か月間）

＜新型コロナウイルス感染症の影響による内定取消や休業等で収入が減少した者＞

家賃支援費貸付（家賃相当額※）

生活支援費貸付（月額８万円）

３年間

12か月

５年間の
就業継続で
返還免除

児童養護施設等の入所措置等が解除された社会的養護経験者（ケアリーバー）に対して生活相談や就労相談等の自立支援を行う事業所
の整備を推進するとともに、児童養護施設等を退所した児童の実態調査等を行う費用を補助することで、どの地域であっても必要な支援
が確実に提供される環境の整備を図る。

社会的養護自立支援整備事業・社会的養護自立支援実態把握事業（概要）

実態把握

施策・ケアの評
価・検討

施策・ケア
の改善

措置解除

≪社会的養護自立支援事業所のイメージ≫

事業概要
令和３年度第１次補正予算額：６０２億円の内数（子育て支援対策臨時特例交付金）

社会的養護自立支援整備事業（整備費）

【事業内容】
社会的養護経験者に対して生活相談や就労相談等の自立支援を
行う事業所の整備に必要な整備費・改修費等の支援を行う。

【実施主体】
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助割合】
国２／３、都道府県等１／１２、事業者１／４

【補助基準額】
１か所当たり 17,392千円

社会的養護自立支援実態把握事業

【事業内容】
都道府県等が施設入所措置等で関わってきたケアリーバーの支援
ニーズ等を把握するための実態調査やヒアリングの実施、自立支援
に必要な関係機関との連携を行うための連絡協議会の開催に必要な
費用の支援を行う。

【実施主体】
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助割合】
国１／２、都道府県等１／２

【補助基準額】
１自治体当たり 3,000千円

社会的養護自立支援
事業所

児童養護施設、自立援助ホーム、里親等

社会的養護経験者

生活・対人関係に関する相談
就労・職場関係に関する相談
法的なトラブルに関する相談
メンタルケアを含む医療の相談

通所

≪自立支援に必要な関係機関の協議会≫≪実態把握のサイクル≫

アウトリーチ
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乳
児
院
、
児
童
養
護
施
設
、
児
童
心
理
治
療
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
及
び
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム

（
※
）
施
設
の
設
置
主
体
等
を
問
わ
ず
、
上
記
の
類
型
に
該
当
す
る
全
て
の
施
設
及
び
事
務
所
が
対
象

児
童
養
護
施
設
退
所
者
等
に
対
す
る
自
立
支
援
資
金
貸
付
事
業

令
和
３
年
度
補
正
予
算
：
３
６
億
円
（
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
）

社
会
的
養
護
従
事
者
処
遇
改
善
事
業

社
会
的
養
護
関
係
施
設
の
職
員
を
対
象
に
、
賃
上
げ
効
果
が
継
続
さ
れ
る
取
組
を
行
う
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
収
入
を
月
額
9,
00
0円

引
き
上
げ
る
た

め
の
措
置
を
、
令
和
４
年
２
月
か
ら
実
施
す
る
。

（
※
）
本
事
業
は
令
和
４
年
２
月
か
ら
９
月
ま
で
の
間
、
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
、
令
和
４
年
1
0
月
以
降
の
処
遇
改
善
は
、
児
童
入
所
施
設
措
置
費
等
国
庫
負
担
金
で
実
施
。

（
参
考
）
「
コ
ロ
ナ
克
服
・
新
時
代
開
拓
の
た
め
の
経
済
対
策
」
(令
和
３
年
1
1月
1
9日
閣
議
決
定
)
(抄
)

看
護
、
介
護
、
保
育
、
幼
児
教
育
な
ど
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
と
少
子
高
齢
化
へ
の
対
応
が
重
な
る
最
前
線
に
お
い
て
働
く
方
々
の
収
入
の
引
上
げ
を
含
め
、
全
て
の
職
員

を
対
象
に
公
的
価
格
の
在
り
方
を
抜
本
的
に
見
直
す
。
民
間
部
門
に
お
け
る
春
闘
に
向
け
た
賃
上
げ
の
議
論
に
先
ん
じ
て
、
保
育
士
等
・
幼
稚
園
教
諭
、
介
護
・
障
害
福
祉
職
員
を
対
象
に
、
賃
上

げ
効
果
が
継
続
さ
れ
る
取
組
を
行
う
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
収
入
を
３
％
程
度
（
月
額
9
,0
00
円
）
引
き
上
げ
る
た
め
の
措
置
を
、
来
年
２
月
か
ら
前
倒
し
で
実
施
す
る
。

１
．
概
要

算
出
式
１
及
び
算
出
式
２
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
が
対
象
施
設
等
に
対
す
る
補
助
額
と
な
る
。

【
算
出
式
１
】
（
処
遇
改
善
部
分
）

・
月
額
10
,9
00
円

（
※
１
）
×

延
べ
人
数
（
各
月
の
常
勤
換
算
従
事
者
数
の
合
計

（
※
２
）
）

（
※
１
）
9
,0
0
0円
に
、
社
会
保
険
料
等
の
事
業
主
負
担
率
に
相
当
す
る
率
を
乗
じ
た
額
を
加
え
て
得
た
額
と
な
っ
て
い
る
。

（
※
２
）
常
勤
換
算
従
事
者
数
は
、
施
設
等
を
運
営
す
る
法
人
の
役
員
を
兼
務
す
る
施
設
長
を
除
い
て
算
出
（
そ
の
他
の
職
員
は
非
常
勤
職
員
も
含
め
常
勤
換
算
で
算
出
）

【
算
出
式
２
】
（
国
家
公
務
員
給
与
改
定
対
応
部
分
）
※
令
和
３
年
人
事
院
勧
告
（
期
末
手
当
▲
0
.
15
月
（
年
収
換
算
▲
0
.
9％
）
）
に
伴
う
運
営
費
の
減
額
分
へ
の
補
助

・
常
勤
職
員
の
令
和
３
年
度
賃
金
総
額
の
見
込
額

×
0.
00
9

×
１
／
２
（
令
和
４
年
４
月
か
ら
９
月
ま
で
の
６
か
月
分
）

【
補
助
率
】

国
:1
0/
10

【
事
業
実
施
主
体
】

都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市

（
特
別
区
を
含
む
。
）

（
※
）
母
子
生
活
支
援
施
設
に
つ
い
て
は
、
設
置
又
は
認
可
を
行
っ
た
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
と
す
る
。

（
※
）
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
に
お
け
る
事
務
費
と
し
て
、
１
自
治
体
当
た
り
1,
0
00
,
00
0円
を
補
助
。

２
．
対
象
施
設
等

３
．
対
象
施
設
等
へ
の
補
助
額

・
原
則
と
し
て
、
職
員
に
対
す
る
処
遇
改
善
に
つ
い
て
２
月
分
の
賃
金
か
ら
実
施
す
る
こ
と
。

・
本
事
業
に
よ
る
補
助
額
は
、
職
員
の
処
遇
改
善
及
び
当
該
処
遇
改
善
に
伴
い
増
加
す
る
社
会
保
険
料
等
の
事
業
主
負
担
分
に
全
額
充
て
る
こ
と
。

・
処
遇
改
善
の
具
体
的
な
実
施
方
法
に
つ
い
て
は
、
対
象
施
設
等
の
判
断
に
よ
る
柔
軟
な
運
用
を
認
め
る
。

・
処
遇
改
善
額
の
２
／
３
以
上
は
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
（
基
本
給
又
は
決
ま
っ
て
毎
月
支
払
わ
れ
る
手
当
）
に
充
て
る
こ
と
。

た
だ
し
、
令
和
４
年
２
月
分
及
び
３
月
分
の
賃
金
は
一
時
金
に
よ
る
支
給
可
。

・
令
和
４
年
度
に
お
け
る
賃
金
の
水
準
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
よ
り
引
下
げ
を
行
わ
な
い
こ
と
。

４
．
処
遇
改
善
の
要
件
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里
親
等
委
託
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現
状
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年
度

児
童
養
護
施
設

乳
児
院

里
親
等
※

合
計

入
所
児
童
数

割
合

入
所
児
童
数

割
合

委
託
児
童
数

割
合

児
童
数

割
合

(
人
)

(％
)

(人
)

(％
)

(人
)

(％
)

(人
)

(％
)

平
成
２

２
年

度
末

29
,1
14

79
.9

2,
96
3

8.
1

4,
37
3

12
.0

36
,4
50

10
0

平
成
２

３
年

度
末

28
,8
03

78
.6

2,
89
0

7.
9

4,
96
6

13
.5

36
,6
59

10
0

平
成
２

４
年

度
末

28
,2
33

77
.2

2,
92
4

8.
0

5,
40
7

14
.8

36
,5
64

10
0

平
成
２

５
年

度
末

27
,4
65

76
.2

2,
94
8

8.
2

5,
62
9

15
.6

36
,0
42

10
0

平
成
２

６
年

度
末

27
,0
41

75
.5

2,
87
6

8.
0

5,
90
3

16
.5

35
,8
20

10
0

平
成
２

７
年

度
末

26
,5
87

74
.5

2,
88
2

8.
0

6,
23
4

17
.5

35
,7
03

10
0

平
成
２

８
年

度
末

26
,4
49

73
.9

2,
80
1

7.
8

6,
54
6

18
.3

35
,7
96

10
0

平
成
２

９
年

度
末

25
,2
82

73
.9

2,
70
6

7.
8

6,
85
8

19
.7

34
,8
46

10
0

平
成
３

０
年

度
末

24
,9
08

71
.8

2,
67
8

7.
7

7,
10
4

20
.5

34
,6
90

10
0

令
和
元
年
度

末
24
,5
39

70
.5

2,
76
0

7.
9

7,
49
2

21
.5

34
,7
91

10
0

令
和
２

年
度

末
23
,6
31

69
.9

2,
47
2

7.
3

7,
70
7

22
.8

33
,8
10

10
0

（
資
料
）

福
祉
行

政
報

告
例
（

各
年

度
末

現
在
）

※
 
平
成

22
年

度
の

福
島
県

の
数
値

の
み
家
庭

福
祉
課

調
べ

里
親

等
委
託

率

○
里

親
制
度

は
、
家
庭

的
な

環
境

の
下
で
子

ど
も

の
愛

着
関
係
を

形
成

し
、

養
護
を
行

う
こ

と
が

で
き
る
制

度

○
里

親
等
委

託
率
は
、

平
成

２
２

年
度
末
の

１
２

．
０

％
か
ら
、

令
和

２
年

度
末
に
は
２

２
．

８
％

に
上
昇

※
「

里
親
等

」
は

、
平

成
２

１
年

度
か

ら
制

度
化
さ

れ
た
フ
ァ

ミ
リ
ー

ホ
ー
ム

（
養
育

者
の
家

庭
で
５

～
６
人

の
児
童

を
養

育
）

を
含

む
。

フ
ァ
ミ

リ
ー

ホ
ー

ム
は

、
令

和
２
年

度
末
で

４
２
７

か
所

、
委

託
児
童

１
，
６

８
８

人
。

里
親
等
委
託
率
の
推
移
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○
平
成
2
8
年
改
正
児
童
福
祉
法
の
理
念
の
も
と
、
「
家
庭
養
育
優
先
原
則
」
を
徹
底
し
、
子
ど
も
の
最
善
の
利
益
を
実
現
し
て
い
く
た
め
、
『
「
都
道
府
県
社
会

的
養
育
推
進
計
画
」
の
策
定
に
つ
い
て
』
（
平
成
3
0
年
７
月
６
日
付
け
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
家
庭
局
長
通
知
）
に
よ
り
、
都
道
府
県
等
に
対
し
て
、
令
和

元
年
度
末
ま
で
に
「
都
道
府
県
社
会
的
養
育
推
進
計
画
」
の
策
定
を
依
頼
。

○
提
出
の
あ
っ
た
「
都
道
府
県
社
会
的
養
育
推
進
計
画
」
に
つ
い
て
、
里
親
等
委
託
率
の
数
値
目
標
や
里
親
推
進
に
向
け
た
取
組
等
を
「
見
え
る
化
」
し
、

レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
に
て
取
り
ま
と
め
。
（
令
和
２
年
８
月
７
日
公
表
）

○
こ
の
上
で
、
国
の
財
政
面
の
支
援
の
活
用
も
含
め
た
更
な
る
取
組
や
里
親
等
委
託
率
の
目
標
値
の
引
き
上
げ
等
に
つ
い
て
個
別
に
助
言
等
を
実
施
す
る
た
め
、

昨
年
1
0
月
以
降
、
活
用
可
能
な
予
算
等
に
つ
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
の
実
施
や
、
各
都
道
府
県
へ
の
個
別
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
と
と
も
に
、
３
歳

未
満
児
の
「
家
庭
養
育
率
」
（
特
別
養
子
縁
組
成
立
件
数
を
勘
案
し
た
里
親
等
委
託
率
）
の
算
出
を
行
い
、
こ
れ
ら
の
結
果
を
踏
ま
え
た
数
値
目
標
や
取
組
状
況

を
反
映
し
た
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
を
公
表
。
（
令
和
３
年
３
月
3
1
日
公
表
）

さ
ら
に
、
令
和
３
年
度
予
算
で
は
、
各
都
道
府
県
等
の
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
令
和
６
年
度
末
ま
で
の
期
間
を
「
集
中
取
組
期
間
」
と
位
置
付
け
、

・
目
標
の
達
成
に
向
け
て
意
欲
的
に
取
り
組
む
自
治
体
に
対
す
る
里
親
養
育
包
括
支
援
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
）
事
業
の

補
助
率
の
嵩
上
げ
（
1
/
2
→
2
/
3
）
な
ど
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
機
関
に
対
す
る
支
援
の
拡
充
［
令
和
６
年
度
ま
で
の
措
置
］

・
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
の
施
設
整
備
費
等
の
補
助
率
の
嵩
上
げ
（
1
/
2
→
2
/
3
）
［
令
和
６
年
度
ま
で
の
措
置
］
や
、
地
域
小
規
模
児
童

養
護
施
設
等
の
定
員
要
件
の
緩
和
等
の
実
施
に
よ
る
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
の
推
進

な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
今
後
、
社
会
的
養
育
推
進
計
画
に
基
づ
く
各
自
治
体
の
取
組
状
況
を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
ほ
か
、
里
親
等
委
託
推
進
に
向
け
た
更
な
る
取
組
を
支
援
す
る

た
め
に
定
め
た
「
里
親
委
託
・
施
設
地
域
分
散
化
等
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
実
施
方
針
（
令
和
３
年
２
月
４
日
付
け
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
家
庭
福
祉
課
長

通
知
）
に
基
づ
く
取
組
の
強
化
を
図
る
。

都
道
府
県
社
会
的
養
育
推
進
計
画
の
策
定
状
況
と「
見
え
る
化
」に
つ
い
て

①
数
値
目
標
の
水
準
に
つ
い
て
（
４
項
目
）

・
３
歳
未
満
の
里
親
等
委
託
率

・
３
歳
以
上
就
学
前
の
里
親
等
委
託
率

・
学
童
期
以
降
の
里
親
等
委
託
率

・
特
別
養
子
縁
組
成
立
件
数

②
計
算
過
程
に
つ
い
て
（
３
項
目
）

・
代
替
養
育
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
数
を
見
込
む
際
の
潜
在
的
需
要
の
把
握
の
有
無

・
里
親
等
委
託
が
必
要
な
子
ど
も
数
の
見
込
み
の
有
無
（
施
設
入
所
年
数
を
勘
案
し
て
算
定
し
た
方
法
（
策
定
要
領
（
※
）
の
算
式
１
）
に
よ
る
も
の
）

・
里
親
等
委
託
が
必
要
な
子
ど
も
数
の
見
込
み
の
有
無
（
子
ど
も
の
ケ
ア
ニ
ー
ズ
を
勘
案
し
て
算
定
し
た
方
法
（
策
定
要
領
（
※
）
の
算
式
２
）
に
よ
る
も
の
）

（
※
）
平
成
3
0
年
７
月
６
日
付
け
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
家
庭
局
長
通
知
『
「
都
道
府
県
社
会
的
養
育
推
進
計
画
」
の
策
定
に
つ
い
て
』
別
添
「
都
道
府
県
社
会
的
養
育
推
進
計
画
の
策
定
要
領
」

③
取
組
内
容
に
つ
い
て
（
５
項
目
）

・
施
設
に
お
け
る
里
親
支
援
の
取
組

・
里
親
支
援
体
制
の
強
化

・
里
親
等
委
託
推
進
の
具
体
的
な
取
組

・
里
親
数
等
の
拡
充

・
特
別
養
子
縁
組
支
援
の
取
組

「見
え
る
化
」の
項
目
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里
親
委
託
・
施
設
地
域
分
散
化
等
加
速
化
プ
ラ
ン
に
つ
い
て

○
平

成
28
年

改
正
児

童
福

祉
法

の
理
念
の

も
と

、
「

家
庭
養
育

優
先

原
則

」
を
徹
底

し
、

子
ど

も
の
最
善

の
利

益
を

実
現
し
て

い
く

た
め

、
都

道
府
県
等

に
対

し
て

、
令
和
元

年
度

末
ま

で
に
里
親

委
託

や
児

童
養
護
施

設
等

の
小

規
模
か
つ

地
域

分
散

化
等
の
推

進
に

向
け
た

「
都
道
府

県
社

会
的

養
育
推
進

計
画

」
の

策
定
（
計

画
期

間
：

令
和
２
年

４
月

～
令

和
12
年
３

月
）

を
依

頼
。

○
令

和
２

年
８
月
に

は
、

各
都

道
府
県
等

か
ら

提
出

の
あ
っ
た

計
画

に
つ

い
て
、
里

親
等

委
託

率
の
数
値

目
標

や
里

親
推
進
に

向
け

た
取

組
等

を
「
見
え

る
化

」
し

、
レ
ー
ダ

ー
チ

ャ
ー

ト
に
て
取

り
ま

と
め

た
う
え
で

公
表

。

○
「

見
え
る

化
」
し

た
結

果
も

踏
ま
え
つ

つ
、

各
都

道
府
県
等

に
対

し
て

、
国

の
財

政
面

の
支

援
の
活
用

も
含

め
た

更
な
る
取

組
や

里
親

等
委

託
率
の
目

標
値

の
引

き
上
げ
等

に
つ

い
て

個
別
に
助

言
等

を
実

施
。

➢
令
和

２
年
1
0
月

～
各

都
道

府
県

等
に
対

し
、
里
親

等
委

託
の

推
進
等

に
活
用
可

能
な

予
算

等
に
つ

い
て
説
明

（
ブ

ロ
ッ

ク
会
議

の
オ
ン
ラ

イ
ン

実
施

）
個

別
助

言
を

行
う
に

当
た
っ
て

の
各

都
道

府
県
等

へ
の
事
前

調
査

を
実

施
（
計
画

の
記
載

の
み

で
は

分
か
ら

な
い
内
容

を
把

握
）

先
駆

的
な
取

組
み
を

行
っ
て
い

る
自

治
体

の
好
事

例
集
の
作

成
・

公
表

、
各
都

道
府
県
へ

の
個

別
ヒ

ア
リ
ン

グ
等
を
実

施
。

➢
令
和

３
年
１

月
～

個
別

ヒ
ア
リ

ン
グ
の

実
施
結
果

を
踏

ま
え

た
数
値

目
標
・
取

り
組

み
等

の
最
終

把
握
、
レ

ー
ダ

ー
チ

ャ
ー
ト

の
修
正
・

公
表

○
都

道
府

県
等
の
取

組
を

強
力

に
支
援
し

、
計

画
の

加
速
化
を

促
す

た
め

、
令
和
６

年
度

末
（

※
）
ま
で

の
期

間
を
「

集
中
取

組
期

間
」

と
し

て
位
置
付

け
、

毎
年

度
、
「
里

親
委

託
・

施
設
地
域

分
散

化
等

加
速
化
プ

ラ
ン

」
の

提
出
を
求

め
る

。
（

※
）

計
画

の
中
間

年
、
か
つ

、
愛

着
形

成
に
最

も
重
要
な

時
期

で
あ

る
３
歳

未
満
の
里

親
等

委
託

率
の
数

値
目
標
を

概
ね

５
年

以
内
に

7
5
％
以
上

と
掲

げ
て

い
る
。

（
※

）
プ
ラ

ン
の
計

画
値
と
実

績
値

に
大

幅
な
乖

離
が
生
じ

て
い

る
場

合
、
毎

年
度
の
提

出
時

に
併

せ
て
、

要
因
分
析

さ
せ

る
と

と
も
に

、
対
処
方

法
を

求
め

る
。

○
プ

ラ
ン

に
基
づ
く

都
道

府
県

等
の
取
組

を
促

進
す

る
た
め
、

ⅰ
フ

ォ
ス

タ
リ
ン
グ

事
業

の
拡
充

や
、
用

地
確

保
に

向
け
た
施

設
整

備
費

等
の
加
算

の
創

設
な

ど
、
補
助

メ
ニ

ュ
ー

の
拡
充
等

を
図

る
と
と

も
に
、

ⅱ
集

中
取

組
期
間
に

お
け

る
補
助

率
の
嵩

上
げ

（
１

／
２
⇒
２

／
３

）
を
実

施
す
る

こ
と

に
よ
り

、
自
治
体

ご
と

の
財
政

面
で
の

課
題

や
用

地
確
保
等

の
課

題
等

に
対
応
し

、
意

欲
の

あ
る
自
治

体
の

取
組

を
強
力
に

後
押

し
す
る

。
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里
親
委
託
に
関
す
る
加
速
化
プ
ラ
ン
に
基
づ
く
財
政
支
援
の
採
択
に
つ
い
て
（
概
要
）

○
各
都
道
府
県
等
か
ら提
出
され
た
里
親
委
託
加
速
化
プラ
ン
を集
計
した
結
果
、7
3自
治
体
中
、3
5自
治
体
を
財
政
支
援
の
対
象
とし
て
採
択
。

○
採
択
した
35
自
治
体
の
うち
、令
和
６
年
度
末
時
点
の
３
歳
未
満
児
の
里
親
等
委
託
率
の
見
込
み
に
つ
い
て
、①
75
％
以
上
の
自
治
体
が
15
自
治
体

（
令
和
２
年
８
月
時
点
で
は
８
自
治
体
）
、②
令
和
元
年
度
末
実
績
と比
較
して
３
倍
以
上
増
加
した
自
治
体
が
20
自
治
体
とな
って
い
る
。

○
今
回
採
択
を
しな
か
った
自
治
体
に
つ
い
て
、今
後
、プ
ラン
の
見
直
しが
あ
った
場
合
に
は
追
加
で
採
択
を
行
う予
定
。

代
替

養
育
が

必
要

な
児

童
数

里
親

等
委

託
児

童
数

里
親

等
委

託
率

代
替

養
育
が

必
要

な
児

童
数

里
親

等
委

託
児

童
数

里
親

等
委

託
率

代
替

養
育

が
必

要
な

児
童

数
里

親
等

委
託

児
童

数
里

親
等

委
託

率
代

替
養

育
が

必
要

な
児

童
数

里
親

等
委

託
児

童
数

里
親

等
委

託
率

代
替

養
育
が

必
要

な
児

童
数

里
親

等
委

託
児

童
数

里
親

等
委

託
率

代
替

養
育

が
必

要
な

児
童

数
里

親
等

委
託

児
童

数
里

親
等

委
託

率

●
1

北
海

道
71

人
51

人
71

.8
%

63
人

43
人

68
.3

%
72

人
61

人
8
4
.
7
%

38
愛
媛
県

43
人

5人
11

.6
%

50
人

14
人

28
.0

%
50

人
24

人
48

.0
%

2
青

森
県

30
人

7人
23

.3
%

29
人

7人
24

.1
%

26
人

10
人

38
.5

%
●

39
高

知
県

28
人

1人
3.

6%
32

人
5人

15
.6

%
51

人
21

人
41

.2
%

●
3

岩
手

県
39

人
6人

15
.4

%
30

人
8人

26
.7

%
47

人
26

人
55

.3
%

●
40

福
岡

県
86

人
13

人
15

.1
%

70
人

14
人

20
.0

%
63

人
33

人
52

.4
%

●
4

宮
城

県
26

人
2人

7.
7%

26
人

7人
26

.9
%

26
人

10
人

38
.5

%
●

41
佐

賀
県

35
人

18
人

51
.4

%
29

人
15

人
51

.7
%

28
人

21
人

7
5
.
0
%

●
5

秋
田

県
19

人
3人

15
.8

%
20

人
5人

25
.0

%
19

人
11

人
57

.9
%

42
長
崎
県

28
人

9人
32

.1
%

29
人

9人
31

.0
%

29
人

18
人

62
.1

%

●
6

山
形

県
17

人
6人

35
.3

%
22

人
2人

9.
1%

21
人

16
人

7
6
.
2
%

●
43

熊
本

県
20

人
0人

0.
0%

29
人

2人
6.

9%
28

人
13

人
46

.4
%

●
7

福
島

県
39

人
27

人
69

.2
%

37
人

25
人

67
.6

%
38

人
29

人
7
6
.
3
%

●
44

大
分

県
35

人
19

人
54

.3
%

33
人

20
人

60
.6

%
33

人
25

人
7
5
.
8
%

●
8

茨
城

県
74

人
12

人
16

.2
%

71
人

18
人

25
.4

%
60

人
42

人
70

.0
%

●
45

宮
崎

県
38

人
1人

2.
6%

36
人

8人
22

.2
%

34
人

13
人

38
.2

%

●
9

栃
木

県
76

人
14

人
18

.4
%

82
人

19
人

23
.2

%
81

人
43

人
53

.1
%

46
鹿
児
島
県

68
人

16
人

23
.5

%
59

人
12

人
20

.3
%

58
人

23
人

39
.7

%

10
群

馬
県

64
人

19
人

29
.7

%
74

人
18

人
24

.3
%

77
人

26
人

33
.8

%
47

沖
縄
県

43
人

26
人
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56
静
岡
市
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16
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59
人

24
人

40
.7

%
●

57
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.3
%

26
京

都
府

24
人

3人
12

.5
%

0人
0人

-
30

人
12

人
40
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国
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元
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令
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令
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都
道
府
県
別
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
事
業
の
実
施
状
況
（令
和
２
年
度
）

「
里
親
養
育
包
括
支
援
事
業
」
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
事
業
）
に
よ
る
国
庫
補
助
を
受
け
て
実
施
さ
れ
た
事
業
の
実
施
状
況
は
以
下
の
と
お
り
。

（
令
和
元
年
度
（
実
績
）
：
6
8
自
治
体
（
7
0自
治
体
中
）
、
2
2
2
か
所
（
延
べ
）
→
令
和
２
年
度
（
実
績
）
：
7
3
自
治
体
（
73
自
治
体
中
）、
2
7
5
か
所
（
＋
5
3
）（
延
べ
）
）

公
営

民
間

委
託

①
普

及
促

進
・

リ
ク

ル
ー
ト

事
業

②
里
親

研
修

・
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
事

業

③
里
親

委
託
推

進
等

事
業

④
里

親
訪
問

等
支

援
事
業

⑤
共

働
き
家

庭
里

親
委

託
促

進
事

業

中
央

児
童
相

談
所

○
○

○
○

南
児

童
相
談

所
○

○
○

○

川
越

児
童
相

談
所

○
○

○
○

所
沢

児
童
相

談
所

○
○

○
○

熊
谷

児
童
相

談
所

○
○

○
○

越
谷

児
童
相

談
所

○
○

○
○

草
加

児
童
相

談
所

○
○

○
○

特
定

非
営
利

活
動

法
人

　
キ
ー

ア
セ

ッ
ト

○
○

○
○

一
般

社
団
法

人
　

埼
玉

県
里
親

会
○

○

特
定

非
営
利

活
動

法
人

　
子
ど

も
家

庭
サ

ポ
ー
ト

セ
ン
タ

ー
ち

ば
○

○
○

○

特
定

非
営
利

活
動

法
人

　
ち
ば

こ
ど

も
お

う
え
ん

だ
ん

○

千
葉

県
里
親

会
○

社
会

福
祉
法

人
　

恩
賜

財
団
母

子
愛

育
会

○

特
定

非
営
利

活
動

法
人

　
キ
ー

ア
セ

ッ
ト

〇
〇

〇
〇

一
般

社
団
法

人
　

東
京

公
認
心

理
師

協
会

〇
〇

〇
〇

社
会

福
祉
法

人
　

二
葉

保
育
園

二
葉

乳
児

院
〇

〇
〇

〇

社
会

福
祉
法

人
　

二
葉

保
育
園

二
葉

学
園

〇
〇

〇
〇

養
育

家
庭
の

会
〇

〇

特
定

非
営
利

活
動

法
人

　
バ
デ

ィ
チ

ー
ム

〇

中
央

児
童
相

談
所

○
○

○

平
塚

児
童
相

談
所

○
○

○

鎌
倉

三
浦
地

域
児

童
相

談
所

○
○

○

小
田

原
児
童

相
談

所
○

○
○

厚
木

児
童
相

談
所

○
○

○

子
ど

も
自
立

生
活

支
援

セ
ン
タ

ー
○

○
○

里
親

セ
ン

タ
ー

○
○

○

家
庭

養
育
支

援
セ

ン
タ

ー
（
５

箇
所

）
○

○
○

新
潟

県
○

○

中
央

児
童
相

談
所

○
○

長
岡

児
童
相

談
所

○
○

上
越

児
童
相

談
所

○
○

社
会

福
祉
法

人
　

恩
賜

財
団
母

子
愛

育
会

○

社
会

福
祉
法

人
　

新
潟

カ
リ
タ

ス
会

○

日
本

赤
十
字

社
富

山
県

支
部

○
○

○
○

社
会

福
祉
法

人
　

恩
賜

母
子
愛

育
会

○

富
山

県
里
親

会
○

中
央

児
童
相

談
所

○
○

○

七
尾

児
童
相

談
所

○
○

○

民
間

社
会

福
祉
法

人
　

松
寿

園
○

○

総
合

福
祉
相

談
所

〇
〇

〇
〇

敦
賀

児
童
相

談
所

○
○

○
○

山
梨
県

1か
所

1か
所

－
公
営

中
央

児
童
相

談
所

○
○

○
○

中
央

児
童
相

談
所

〇
〇

〇

松
本

児
童
相

談
所

〇

民
間

う
え

だ
み
な

み
乳

児
院

〇
〇

子
ど

も
家
庭

課
○

○

中
央

子
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○
○

西
濃

子
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○

中
濃

子
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○

東
濃

子
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○

飛
騨

子
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○

社
会

福
祉
法

人
　

日
本

児
童
育

成
園

○
○

○
○

社
会

福
祉
法

人
　

樹
心

会
○

○
○

社
会

福
祉
法

人
　

桜
友

会
〇

〇
〇

社
会

福
祉
法

人
　

カ
ト

リ
ッ
ク

名
古

屋
教

区
報
恩

会
〇

〇
〇

社
会

福
祉
法

人
　

飛
騨

慈
光
会

〇
〇

〇

賀
茂

児
童
相

談
所

○
○

○
○

東
部

児
童
相

談
所

○
○

○
○

富
士

児
童
相

談
所

○
○

○
○

中
央

児
童
相

談
所

○
○

○
○

西
部

児
童
相

談
所

○
○

○
○

恵
明

学
園
児

童
家

庭
支

援
セ
ン

タ
ー

ス
マ

イ
ル

○
○

○

誠
信

会
児
童

家
庭

支
援

セ
ン
タ

ー
パ

ラ
ソ

ル
○

○
○

児
童

家
庭
支

援
セ

ン
タ

ー
は
る

か
ぜ

○
○

○

民
間

千
葉
県

4か
所

－
4
か
所

民
間

埼
玉
県

9か
所

7か
所

2
か
所

公
営

自
治

体
名

か
所

数
実

施
機

関
詳

細

実
施

機
関

名

民
間

新
潟
県

6か
所

4か
所

2
か
所

公
営

民
間

東
京
都

6か
所

－
6
か
所

民
間

神
奈

川
県

12
か

所
6か

所
6
か
所

公
営

富
山
県

3か
所

－
3
か
所

民
間

石
川
県

3か
所

2か
所

1
か
所

公
営

福
井
県

2か
所

2か
所

－
公
営

長
野
県

3か
所

2か
所

1
か
所

公
営

静
岡
県

8か
所

5か
所

3
か
所

公
営

民
間

岐
阜
県

11
か

所
6か

所
5
か
所

公
営

民
間

公
営

民
間

委
託

①
普

及
促

進
・

リ
ク

ル
ー

ト
事
業

②
里

親
研

修
・

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

事
業

③
里

親
委

託
推

進
等
事

業
④

里
親
訪

問
等

支
援
事

業

⑤
共

働
き
家

庭
里

親
委
託

促
進

事
業

北
海
道

（
本
庁

）
○

○
○

北
海
道

中
央

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

旭
川

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

帯
広

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

釧
路

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

函
館

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

北
見

児
童

相
談

所
○

○
○

○

北
海
道

岩
見

沢
児

童
相

談
所

○
○

○
○

北
海
道

室
蘭

児
童

相
談

所
○

○
○

○

民
間

一
般
社

団
法

人
　

北
海

道
里
親

会
連

合
会

○
○

公
営

中
央
児

童
相

談
所

○
○

○
○

社
会
福

祉
法

人
　

藤
聖

母
園

○
○

○
○

社
会
福

祉
法

人
　

ひ
ま

わ
り
乳

児
院

○
○

○
○

社
会
福

祉
法

人
　
弘

前
乳
児

院
○

○
○

○

青
森
県

里
親

連
合

会
○

○
○

岩
手
県

（
本
庁

）
○

岩
手
県

福
祉

総
合

相
談
セ
ン

タ
ー

○
○

○

岩
手
県

一
関

児
童

相
談

所
○

○
○

岩
手
県

宮
古

児
童

相
談

所
○

○
○

宮
城
県

○
○

中
央
児

童
相

談
所

○

北
部
児

童
相

談
所

○

東
部
児

童
相

談
所

○

み
や
ぎ

里
親

支
援

セ
ン

タ
ー
け

や
き

○
○

○

恩
賜
財

団
母

子
愛

育
会

○

宮
城
県

な
ご

み
の
会

○

公
営

各
児
童

相
談

所
（

3
箇
所
）

及
び
主

管
課

○

秋
田
赤

十
字

乳
児

院
○

○
○

陽
清
学

園
○

○
○

感
恩
講

児
童

保
育

院
○

○
○

聖
園
天

使
園

○
○

○

県
南
愛

児
園

○
○

○

公
営

山
形
県

○
○

社
会
福

祉
法

人
　
寒

河
江
学

園
○

○
○

社
会
福

祉
法

人
　

恩
賜

財
団
済

生
会

支
部
山

形
県

済
生

会
○

中
央
児

童
相

談
所

○
○

○
○

県
中
児

童
相

談
所

○
○

○
○

会
津
児

童
相

談
所

○
○

○
○

浜
児
童

相
談

所
○

○
○

○

中
央
児

童
相

談
所

○
○

日
立
児

童
相

談
所

〇
〇

鉾
田
児

童
相

談
所

〇
〇

土
浦
児

童
相

談
所

○
○

筑
西
児

童
相

談
所

　
○

○

社
会
福

祉
法

人
　

同
仁

会
　
児

童
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
あ

い
び
ー

○

社
会
福

祉
法

人
　

同
仁

会
　

つ
く

ば
香
風

寮
○

　

社
会
福

祉
法

人
　
茨

城
県
道

心
園

○

社
会
福

祉
法

人
　

誉
田

会
○

中
央
児

童
相

談
所

○
○

○
○

県
南
児

童
相

談
所

○
○

○

県
北
児

童
相

談
所

○
○

○

一
般
財

団
法

人
　

栃
木

県
里
親

連
合

会
○

○

社
会
福

祉
法

人
　

恩
賜

財
団
母

子
愛

育
会

○

中
央
児

童
相

談
所

○
○

○
○

中
央
児

童
相

談
所

北
部

支
所

○
○

○
○

西
部
児

童
相

談
所

○
○

○
○

東
部
児

童
相

談
所

○
○

○
○

群
馬
県

里
親
の

会
○

群
馬
県

児
童

養
護

施
設

連
絡
協

議
会

○

社
会
福

祉
法

人
　

恩
賜

財
団
母

子
愛

育
会

○

自
治

体
名

か
所

数
実

施
機

関
詳

細

実
施

機
関
名

北
海

道
1
0か

所
9か

所
1
か
所

公
営

宮
城

県
7か

所
4か

所
3
か
所

公
営

民
間

青
森

県
5か

所
1か

所
4
か
所

民
間

岩
手

県
4か

所
4か

所
－

公
営

秋
田

県
9か

所
4か

所
5
か
所

民
間

山
形

県
3か

所
1か

所
2
か
所

民
間

福
島

県
4か

所
4か

所
－

公
営

茨
城

県
9か

所
5か

所
4
か
所

公
営

民
間

栃
木

県
5か

所
3か

所
2
か
所

公
営

民
間

群
馬

県
7か

所
4か

所
3
か
所

公
営

民
間

30



公
営

民
間

委
託

①
普
及

促
進
・

リ
ク
ル

ー
ト

事
業

②
里

親
研

修
・

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

事
業

③
里

親
委
託

推
進

等
事
業

④
里

親
訪

問
等

支
援
事

業

⑤
共
働

き
家
庭

里
親
委

託
促

進
事

業

愛
知

県
○

○

中
央

児
童

・
障
害

者
相

談
セ

ン
タ
ー

○
○

西
三

河
児

童
・
障

害
者

相
談
セ

ン
タ

ー
○

○

民
間

社
会

福
祉

法
人
　

中
日

新
聞

社
会
事

業
団

○
○

公
営

児
童

相
談

セ
ン
タ

ー
（

県
内

6
児

童
相

談
所

含
む

）
○

○
○

○

社
会

福
祉

法
人
　

ア
パ

テ
ィ

ア
福
祉

会
○

○
○

社
会

福
祉

法
人
　
名

張
厚

生
協

会
〇

〇
〇

特
定

非
営

利
活
動

法
人

　
子

ど
も
Ｎ

Ｐ
Ｏ

サ
ポ

ー
ト
セ

ン
タ

ー
○

○

社
会

福
祉

法
人
　

恩
賜

財
団

母
子
愛

育
会

及
び

児
童
養

護
施

設
・

乳
児
院

○

一
般

社
団

法
人
　
三

重
県

里
親

会
○

滋
賀

県
1
か
所

－
1
か
所

民
間

社
会

福
祉

法
人
　

小
鳩
会

○
○

○
○

京
都

府
1
か
所

1
か
所

－
公

営
家

庭
支
援

総
合
セ

ン
タ
ー

○
○

○
○

特
定

非
営

利
活
動

法
人
　

キ
ー

ア
セ

ッ
ト

○
○

○
○

公
益

社
団

法
人
　

家
庭

養
護

促
進
協

会
○

○
○

○

社
会

福
祉

法
人
　
和

泉
乳

児
院

○
○

○
○

社
会

福
祉

法
人
　

大
阪

水
上

隣
保
館

○
○

○
○

N
P
O
法
人

　
里

親
子

支
援
機

関
え

が
お

○

中
央

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

西
宮

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

川
西

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

姫
路

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

豊
岡

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

民
間

公
益

社
団

法
人
　

家
庭

養
護

促
進
協

会
○

○
○

公
営

こ
ど

も
家

庭
相
談

セ
ン

タ
ー

（
児
童

相
談

所
）

○
○

○

社
会

福
祉

法
人
　

天
理

○
○

○

社
会

福
祉

法
人
　

恩
賜

財
団

母
子
愛

育
会

○

和
歌

山
県

○

和
歌

山
県

子
ど
も

・
女

性
・
障

害
者

相
談

者
セ

ン
タ
ー

○

里
親

支
援

機
関
「
な

で
し

こ
」

○
○

○

里
親

支
援

機
関
ほ

っ
と

○
○

○

鳥
取

県
1
か
所

－
1
か
所

民
間

社
会

福
祉

法
人
　

鳥
取

こ
ど

も
学
園

○
○

○
○

島
根

県
青

少
年
家

庭
課

○

中
央

児
童

相
談
所

○

出
雲

児
童

相
談
所

○

浜
田

児
童

相
談
所

○

益
田

児
童

相
談
所

○

島
根

県
里

親
会

○
○

島
根

県
社

会
福
祉

士
会

○

恩
腸

財
団

母
子
愛

育
会

○

中
央

児
童

相
談
所

〇
〇

〇
〇

倉
敷

児
童

相
談
所

〇
〇

〇
〇

津
山

児
童

相
談
所

〇
〇

〇
〇

西
部

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

○

東
部

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

○

北
部

こ
ど

も
家
庭
セ

ン
タ

ー
○

○
○

○

民
間

株
式

会
社

み
づ
ま

○

山
口

県
1
か
所

－
1
か
所

民
間

社
会

福
祉

法
人
　
防

府
海

北
園

○
○

○
○

公
営

徳
島

県
○

○

こ
ど

も
家

庭
支
援

セ
ン

タ
ー

ひ
か
り

○
○

○
○

徳
島

赤
十

字
乳
児

院
○

○
○

公
営

香
川

県
子

ど
も
女

性
相

談
セ

ン
タ
ー
（

児
童
相

談
所
）

○
○

○
○

社
会

福
祉

法
人
　

弘
善

会
（

児
童
養

護
施

設
　

讃
岐
学

園
）

○
○

○
○

社
会

福
祉

法
人
　

四
恩

の
里

（
児
童

養
護

施
設
　

亀
山

学
園

）
○

○
○

○

社
会

福
祉

法
人
　

恵
愛

福
祉

事
業
団

（
児

童
養

護
施
設

　
恵

愛
学

園
、
児

童
家

庭
支

援
セ
ン

タ
ー

け
い

あ
い
）

○
○

○
○

社
会

福
祉

法
人
　

イ
エ

ス
団
（

乳
児

院
　

神
愛

館
）

○
○

○
○

愛
媛

県
1
か
所

－
1
か
所

民
間

愛
媛

県
里

親
連
合

会
○

○

高
知

県
1
か
所

－
1
か
所

民
間

社
会

福
祉

法
人
（

乳
児
院

）
〇

〇
〇

福
岡

児
童

相
談
所

○
○

○
○

久
留

米
児

童
相
談

所
○

○
○

○

田
川

児
童

相
談
所

○
○

○
○

大
牟

田
児

童
相
談

所
○

○
○

○

宗
像

児
童

相
談
所

○
○

○
○

京
築

児
童

相
談
所

○
○

○
○

特
定

非
営

利
活
動

法
人
　

キ
ー

ア
セ

ッ
ト

〇
〇

〇
〇

社
会

福
祉

法
人
　

慈
愛
会

〇
〇

〇
〇

子
ど

も
家

庭
支
援

セ
ン

タ
ー

あ
ま
ぎ

や
ま

○

公
営

佐
賀

県
中

央
児
童

相
談

所
○

○
○

○

民
間

社
会

福
祉

法
人
　

慈
恵
会

○
○

○

長
崎

こ
ど

も
・
女

性
・

障
害

者
支
援

セ
ン

タ
ー

○
○

佐
世

保
こ

ど
も
・

女
性

・
障

害
者
支

援
セ

ン
タ

ー
○

○

民
間

社
会

福
祉

法
人
　
光

と
緑

の
園

○
○

公
営

三
重

県
1
2
か
所

7
か
所

5
か
所

民
間

民
間

島
根

県
8
か
所

5
か
所

3
か
所

公
営

民
間

奈
良

県
3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

和
歌

山
県

4
か
所

2
か
所

2
か
所

公
営

岡
山

県
3
か
所

3
か
所

－
公

営

広
島

県
4
か
所

3
か
所

1
か
所

公
営

公
営

民
間

徳
島

県
3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

香
川

県
5
か
所

1
か
所

4
か
所

民
間

佐
賀

県
2
か
所

1
か
所

1
か
所

長
崎

県
3
か
所

2
か
所

1
か
所

福
岡

県
9
か
所

6
か
所

3
か
所

公
営

公
営

兵
庫

県
6
か
所

5
か
所

1
か
所

自
治

体
名

か
所

数
実

施
機
関

詳
細

実
施

機
関

名

大
阪

府
5
か
所

－
5
か
所

民
間

愛
知

県
4
か
所

3
か
所

1
か
所

公
営

民
間
委

託
①
普

及
促

進
・

リ
ク

ル
ー

ト
事
業

②
里
親

研
修

・
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
事

業

③
里

親
委

託
推

進
等
事

業
④
里

親
訪

問
等

支
援
事

業

⑤
共
働

き
家

庭
里

親
委

託
促

進
事

業

熊
本
県

中
央
児

童
相

談
所

○
○

○
○

熊
本
県

八
代
児

童
相

談
所

○
○

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
慈

愛
園

○
○

○
○

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

優
里
の

会
○

○
○

○

公
営

中
央
児

童
相
談

所
○

○
○

○

民
間

大
分
県

里
親
会

○

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

み
や
ざ

き
子

ど
も

文
化

セ
ン
タ

ー
○

○
○

○

子
ど
も

家
庭
支

援
セ

ン
タ

ー
つ

ぼ
み

○

児
童
家

庭
支
援

セ
ン

タ
ー

ゆ
う
り

ん
○

公
営

中
央
児

童
相
談

所
〇

〇

鹿
児
島

県
里
親

会
〇

〇
〇

児
童
養

護
施
設

　
南

さ
つ

ま
子
ど

も
の

家
〇

沖
縄
県

中
央
児

童
相

談
所

○
○

沖
縄
県

コ
ザ
児

童
相

談
所

○
○

沖
縄
県

里
親
会

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
袋

中
園

吉
水

寮
（
乳

児
院

）
○

○

公
営

札
幌
市

児
童
相

談
所

○
○

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
常

徳
会

○

社
会
福

祉
法
人

　
北

翔
会

○

札
幌
市

里
親
会

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
扶

桑
苑

○

社
会
福

祉
法
人

　
麦

の
子

会
○

社
会
福

祉
法
人

　
恩

賜
財

団
母

子
愛
育

会
○

仙
台
市

児
童
相

談
所

〇
〇

〇

子
供
未

来
局
子

供
育

成
部

子
供
家

庭
支

援
課

〇

さ
い

た
ま

市
1
か
所

1
か
所

－
公
営

さ
い
た

ま
市
南

部
児

童
相

談
所

〇
〇

〇
〇

公
営

千
葉
市

児
童
相

談
所

○
○

○
○

民
間

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

キ
ー
ア

セ
ッ

ト
○

○
○

○

こ
ど
も

青
少
年

局
こ

ど
も

家
庭
課

○
○

○
○

中
央
児

童
相
談

所
○

公
営

こ
ど
も

家
庭
セ

ン
タ

ー
（

中
央
児

童
相

談
所

）
○

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

キ
ー
ア

セ
ッ

ト
○

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
厚

生
館

福
祉

会
○

○
○

公
営

相
模
原

市
児
童

相
談

所
〇

〇
〇

〇

民
間

社
会
福

祉
法
人

　
中

心
会

〇
〇

〇
〇

新
潟
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

新
潟
市

児
童
相

談
所

○
○

静
岡
市

1
か
所

－
1
か
所

民
間

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

静
岡
市

里
親

支
援

セ
ン

タ
ー

〇
〇

〇
〇

浜
松
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

浜
松
市

児
童
相

談
所

○
○

○
○

名
古

屋
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

名
古
屋

市
児
童

相
談

所
〇

〇
〇

公
営

京
都
市

子
ど
も

若
者

は
ぐ

く
み

局
子
ど

も
家

庭
支

援
課

〇

社
会
福

祉
法
人

　
積

慶
園

〇
〇

京
都
市

里
親
会

〇
〇

公
営

大
阪
市

こ
ど
も

相
談

セ
ン

タ
ー

○
○

○
○

公
益
社

団
法
人

　
家

庭
養

護
促

進
協
会

○
○

○
○

大
阪
市

里
親
会

○
○

○
○

堺
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

堺
市
児

童
相
談

所
〇

〇
〇

〇

神
戸
市

こ
ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

○
○

○
○

神
戸
市

こ
ど
も

家
庭

局
家

庭
支
援

課
○

岡
山
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

岡
山
市

こ
ど
も

総
合

相
談

所
○

○
○

○

広
島
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

広
島
市

児
童
相

談
所

○
○

○
○

北
九

州
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

北
九
州

市
子
ど

も
総

合
セ

ン
タ
ー

（
児

童
相

談
所

）
○

○

公
営

福
岡
市

こ
ど
も

総
合

相
談

セ
ン
タ

ー
（

児
童

相
談

所
）

○
○

○
○

民
間

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

キ
ー
ア

セ
ッ

ト
○

○
○

○

熊
本
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

熊
本
市

児
童
相

談
所

○
○

横
須

賀
市

1
か
所

1
か
所

－
公
営

横
須
賀

市
児
童

相
談

所
〇

〇

公
営

金
沢
市

児
童
相

談
所

○
○

○

社
会
福

祉
法
人

　
享

誠
塾

○
○

社
会
福

祉
法
人

　
梅

光
会

○
○

公
営

明
石
こ

ど
も
セ

ン
タ

ー
〇

民
間

公
益
社

団
法
人

　
家

庭
養

護
促

進
協
会

神
戸

事
務

所
〇

〇

社
会
福

祉
法
人

　
東

京
育

成
園

〇
〇

一
般
社

団
法
人

　
東

京
公

認
心

理
師
協

会
〇

〇

社
会
福

祉
法
人

　
二

葉
保

育
園

二
葉
乳

児
院

〇
〇

養
育
家

庭
の
会

〇

特
定
非

営
利
活

動
法

人
　

バ
デ
ィ

チ
ー

ム
〇

江
戸

川
区

1
か
所

ー
1
か
所

民
間

社
会
福

祉
法
人

　
二

葉
保

育
園

二
葉
乳

児
院

〇
〇

〇
〇

荒
川
区

1
か
所

－
1
か
所

民
間

社
会
福

祉
法
人

　
二

葉
保

育
園

二
葉
乳

児
院

〇
〇

〇
〇

（
計
）

2
7
5
か
所

1
4
6
か
所

1
2
9
か
所

民
間

明
石
市

2
か
所

1
か
所

1
か
所

2
か
所

金
沢
市

3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

神
戸
市

相
模

原
市

2
か
所

1
か
所

1
か
所

京
都
市

3
か
所

1
か
所

世
田

谷
区

5
か
所

－
5
か
所

2
か
所

2
か
所

－
公
営

福
岡
市

2
か
所

1
か
所

1
か
所

民
間

大
阪
市

3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

公
営

川
崎
市

3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

千
葉
市

2
か
所

1
か
所

1
か
所

横
浜
市

2
か
所

2
か
所

－

公
営

沖
縄
県

4
か
所

2
か
所

2
か
所

公
営

民
間

民
間

鹿
児

島
県

3
か
所

1
か
所

2
か
所

民
間

札
幌
市

7
か
所

1
か
所

6
か
所

民
間

仙
台
市

2
か
所

2
か
所

－

大
分
県

2
か
所

1
か
所

1
か
所

宮
崎
県

3
か
所

－
3
か
所

熊
本
県

4
か
所

2
か
所

2
か
所

公
営

民
間

か
所
数

実
施

機
関

詳
細

実
施

機
関
名

自
治

体
名
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令和３年度の里親制度の広報啓発

１．LINEやインターネット、テレビ、新聞等を活用した
広報の実施

①里親制度に関する特設サイトの開設
里親制度の基本情報や里親制度啓発動画、インタ

ビュー記事（里親、里親支援に従事される方等）等
の掲載

②LINE等を活用した広報の実施
LINEのトーク画面上部やLINE NEWS等に広告を

掲載し、特設サイトへ誘導

③Google広告、Yahoo!ニュース等を活用した広報
Google広告やYahoo!ニュースを通じて特設サイト

へ誘導

２．全国向け地上波テレビCMの放映

10月の里親月間に合わせて、全国向け地上波テレビ
でCMを放映（全国17本、関東ローカル１本）

３．新聞広告の実施

10月１日の朝日新聞朝刊に全面広告を掲載

４．都道府県と連携した広報

各地域における様々な取組と連携した広報啓発活動
の実施

５．シンポジウムの単独開催

10月2３日（土）に里親や有識者等が登壇するシン
ポジウムを開催

６．政府広報インターネット動画等による広報の実施

10月の里親月間に合わせて、政府広報インターネッ
ト動画や新聞突きだし広告、Yahoo!バナー広告を通じ
て里親制度を紹介

７．ポスター、リーフレットの配布・掲示

ポスター、リーフレットを作成
（配布先：自治体、公共交通機関等）

里親制度等の普及促進を図るため、毎年10月に実施する里親月間を中心として、様々な広告媒体を活用した広報
啓発活動を実施。

事 業 内 容

令和３年度の広報啓発内容

新

新

【令和３年度予算】 ２．１億円（里親制度等広報啓発事業）

＜本補助事業の実施事業者＞ 株式会社朝日新聞社

１－① 里親制度に関する特設サイトの開設

里親制度を効果的に周知するため、以下のコンテンツを掲載した特設サイトを開設。

１. 里親制度の基本情報（制度解説、Ｑ＆Ａ）

２. 里親制度啓発動画

３. インタビュー記事（現役里親､有識者､社会的養護経験者､フォスタリング機関の代表）

４. デジタルポスター・リーフレット

広報内容

＜特設サイト＞ ＵＲＬ： https://globe.asahi.com/globe/extra/satooyanowa/index.html
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１－② LINEを活用した広報の実施

月間約8,600万人が利用するLINEのアプリ及び関連アプリの複数の広告面を活用し、
年齢や性別等でターゲットを絞って広告を運用・配信し、特設サイトへの誘導を行う。

広報内容

ダイジェストスポット

１－③ Google広告、Yahoo!ニュース等を活用した広報

Google広告や朝日新聞デジタルなどのインターネットに広告を掲載し、特設サイトへ
の誘導を行う。Google広告はターゲットを絞って広告を運用・配信する。

広報内容

広告
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２．全国向け地上波テレビＣＭの放映

日常的に接触頻度が多く、社会的影響力のある地上波テレビを活用し、より広く国民

に里親制度の情報を発信することで社会的認知の底上げを図る。

地上波（全国放送）にてタレントSHELLYさん出演のCM（３０秒）を放映。

広報内容

エリア：全国放送・関東ローカル
放送時期：
2021年10月16日～11月初旬予定
秒数：30秒
回数：18本
・全国放送17本（プライム帯含む）
・関東ローカル１本

＜広告放映番組＞
・相棒 ・帰れマンデー見っけ隊

・林修の今でしょ！講座

・あざとくて何が悪いの 他

＜イメージ＞

３．新聞広告の実施

10月１日に 全国紙（発行部数約550万部）朝刊に全面広告を掲載。里親制度の概要

及び特設サイトのURL・QRコードも盛り込み、さらなる制度の理解へと繋げる。

＜掲載内容＞

・里親の種類

・里親になるまでの流れ

・特設サイトへの案内

・シンポジウムについて

広報内容

媒体：新聞全国紙 朝刊

サイズ：全１５段 多色

掲載時期：２０２１年１０月１日付

部数：約５５７万部

閲読人数：約１２２７万人（回読2.3人／部）
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４．都道府県と連携した広報

里親制度の各地での周知を図るために、都道府県、指定都市、児童相談所設置市と連携

して、実際に里親をリクルートする立場の自治体の広報を支援する。

広報内容

【実施自治体】

秋田県 岩手県 山形県 埼玉県 東京都 福井県 三重県 兵庫県 和歌山県

岡山県 香川県 神奈川県横須賀市 京都府京都市

＜内容（例）＞

• 地元スポーツチームとのタイアップ

• ラジオ局でのラジオドラマ制作・放送

• オリジナル漫画制作

• シンポジウムの開催

○ 地元サッカーチームとタイアップした啓発動画をJリーグのハーフタイムで上映している様子

• バス・電車内広告 等

10月の「里親月間」を盛り上げ、里親制度の関心層に直接的アプローチを行う場として、
オンライン参加のシンポジウムを開催。

10月の「里親月間」を盛り上げ、里親制度の関心層に直接的アプローチを行う場として、
オンライン参加のシンポジウムを開催。

５．シンポジウム開催

広報内容

・山本昌子さん（THE THREE FLAGS -希望の狼煙-）
・中島善郎さん（養育里親）
・早川麻耶さん、加藤靖教さん（養育里親）
・林 浩康さん（日本女子大学教授）

・SHELLYさん（タレント）
・林 浩康さん（日本女子大学教授）○「知ろう、里親制度」座談会

○パネルディスカッション１
「当事者が語る里親の第一歩 ～多様な里親の形～」

○パネルディスカッション２
「広げよう支えよう里親の輪」

・杉山真由美さん（ファミリーホーム運営者）
・山本真知子さん（大妻女子大学准教授）
・川本由美子さん（神奈川県厚木児相里親担当児童福祉司）
・林 浩康さん （日本女子大学教授）
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６．政府広報インターネット動画等による広報の実施

①政府インターネットテレビ

URL：https://nettv.gov-online.go.jp/

放送内容：現役里親さんのインタビュー

３分程度の動画

②新聞突きだし広告

掲載日10月4日～

掲載紙:読売新聞、朝日新聞、毎日新聞など

③ Yahoo!バナー広告

Yahoo!Japan のトップページに掲載

広報内容

７．ポスター・リーフレットの配布・掲示

・首都圏の公共交通機関（一部）にポスターを掲示
・都道府県を通じて、全国の公共施設等にポスター・リーフレットを掲示、配布

広報内容

＜ポスター＞ ＜リーフレット＞

＜表面・裏面（制度概要）＞

・里親の種類

・里親になるまでの流れ

・里親への支援

＜中面（インタビュー記事）＞

・現役の里親をされている方

・児童養護施設で養育された方

・ファミリーホーム運営者

・有識者の方
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令和３年度の特別養子縁組制度の広報啓発

１．LINEやインターネット、新聞等を活用した
広報の実施

①特別養子縁組制度等に関する特設サイトの開設
特別養子縁組制度の基本情報や、普及啓発動画、

インタビュー記事（養親や養子、民間あっせん団体
等）等の掲載

②LINE等を活用した広報の実施
LINEのトーク画面上部やLINE NEWS等に広告を

掲載し、特設サイトへ誘導

③Google広告等を活用した広報
Google広告や朝日新聞デジタルを通じて特設サイ

トへ誘導

２．YouTubeにおける動画広告の配信

YouTubeにおいて、養親、養子へのインタビュー
動画を広告として配信。特設サイトへの誘導も実施。

３．新聞広告の実施

広告賞を受賞した作品を活用した新聞広告の実施

４．不妊治療当事者団体の協力による広報

不妊治療当事者団体であるNPO法人Fineのホーム
ページにおいて、特設サイトへの誘導を行ったほか、
不妊治療クリニック等にリーフレットを配布

５．シンポジウムの単独開催

２月５日（土）に養親や養子、民間あっせん団体
等が登壇するシンポジウムを開催

６．ポスター、リーフレットの配布・掲示

ポスター、リーフレットを作成
（配布先：自治体、公共交通機関等）

（※）このほか、政府広報として、Yahoo!バナー広告に、
特別養子縁組制度の案内を掲載。

特別養子縁組制度等の普及促進を図るため、年間を通じて、様々な広告媒体を活用した広報啓発を実施。

事 業 内 容

令和３年度の広報啓発内容

新

新

【令和３年度予算】 ２．１億円（里親制度等広報啓発事業）

＜本補助事業の実施事業者＞ 株式会社朝日新聞社

＜特設サイト＞ ＜ポスター＞

１－① 特別養子縁組制度に関する特設サイトの開設

里親制度を効果的に周知するため、以下のコンテンツを掲載した特設サイトを開設。

https://telling.asahi.com/telling/extra/tokubetsuyoshiengumi/index.html

１. 漫画「パーフェクトワールド」で知る特別養子縁組制度

２. 特別養子縁組制度啓発動画

３. インタビュー記事（養親や養子、民間あっせん団体等）

４. デジタルポスター・リーフレット

＜特設サイトトップページ＞ ＜漫画での制度紹介＞

広報内容
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１－② LINEを活用した広報の実施

月間約8,600万人が利用するLINEのアプリ及び関連アプリの複数の広告面を活用し、最も効率

のよい広告面に自動的に調整されて配信するLINE広告を活用し、ターゲットを絞って広告を運

用・配信し、特設サイトへの誘導を行う。

ネットワーク ＜特設サイト＞

広報内容

１－③ Google広告、朝日新聞デジタル等を活用した広報

Google広告や朝日新聞デジタルなどのインターネットに広告を掲載し、特設サイトへの誘導

を行う。

また、Google及び朝日新聞デジタルは年齢などでターゲットを絞って広告を運用・配信する。

＜特設サイト＞

広報内容
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２．YouTubeにおける動画広告等の配信

動画共有サイトYouTubeにおいて、養親、養子へのインタビューの様子を撮影した動画広告

を配信。（特設サイトへの誘導も実施）
https://youtu.be/hbLDbROK0ls

広報内容

【養親】

池田 紀行 さん、池田 麻里奈 さん

【養親】

久保田 智子 さん

【養子】

ふくだももこ さん

３．新聞広告の実施

全国紙（発行部数約550万部）朝刊の全面広告を掲載。特別養子縁組制度の概要及び特設

サイトのURL・QRコードも盛り込み、さらなる制度の理解へとつなげる。

＜掲載内容＞

・朝日広告賞を受賞した作品

・シンポジウムの案内

媒体：新聞全国紙 朝刊

サイズ：全15段 多色

掲載時期：2021年10月１日付

部数：約557万部

閲読人数：約1,227万人（回読2.3人／部）

広報内容
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４．不妊治療当事者団体の協力による広報

不妊治療当事者団体であるNPO法人Fineのホームページにおいて、特設サイトへの誘導を
行ったほか、不妊治療クリニック等にリーフレットを配布

広報内容

特別養子縁組の当事者、有識者、民間あっせん機関代表者等が登壇するシンポジウムを開催。特別養子縁組の当事者、有識者、民間あっせん機関代表者等が登壇するシンポジウムを開催。

５．シンポジウムの単独開催

（登壇者）
・久保田智子さん
・松本亜樹子さん（NPO法人Fine 理事長）
・小川多鶴さん（アクロスジャパン 代表理事）
・林 浩康さん（日本女子大学教授）

（登壇者）
・久保田智子さん

（養親／TBS報道局記者、元アナウンサー）

○当事者が語る「特別養子縁組」
～「私が母です」と言えるようになるまで～

○パネルディスカッション１
「当事者が語る里親の第一歩

～多様な里親の形～」

○パネルディスカッション２
「広げよう支えよう里親の輪」

（登壇者）
・ふくだももこさん（養子／映画監督）
・みそぎさん（養子／「Origin」代表）
・山内ゆなさん（社会的養護出身者）
・林浩康さん （日本女子大学教授）

広報内容
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６．ポスター・リーフレットの配布・掲示

・首都圏の公共交通機関（一部）にポスターを掲示

・都道府県を通じて、全国の公共施設・公共機関にポスター・リーフレットを掲示、配布

＜ポスター＞ ＜リーフレット＞

＜表面・裏面（制度概要）＞

・特別養子縁組制度と里親の違い

・民間あっせん機関掲載

＜中面（インタビュー記事）＞

・養子を迎えられた養親

・漫画「パーフェクトワールド」作者

有賀リエ先生

広報内容
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事
業
所
所
在
地

自
治
体
名

事
業
者
名

1
北
海
道

医
療
社
団
法
人
弘
和
会

森
産
科
婦
人
科
病
院

2
茨
城
県

特
定
非
営
利
活
動
法
人

Ｎ
Ｐ
Ｏ

Ｂ
ａ
ｂ
ｙ
ぽ
け
っ
と

3
埼
玉
県

医
療
法
人
き
ず
な
会

さ
め
じ
ま
ボ
ン
デ
ィ
ン
グ
ク
リ
ニ
ッ
ク

4
千
葉
県

特
定
非
営
利
活
動
法
人

ベ
ビ
ー
ブ
リ
ッ
ジ

5
東
京
都

認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人

環
の
会

6
東
京
都

一
般
社
団
法
人

ア
ク
ロ
ス
ジ
ャ
パ
ン

7
東
京
都

社
会
福
祉
法
人

日
本
国
際
社
会
事
業
団

8
東
京
都

特
定
非
営
利
活
動
法
人

フ
ロ
ー
レ
ン
ス

9
東
京
都

一
般
社
団
法
人

ベ
ア
ホ
ー
プ

10
滋
賀
県

医
療
法
人
青
葉
会

神
野
レ
デ
ィ
ス
ク
リ
ニ
ッ
ク

11
奈
良
県

特
定
非
営
利
活
動
法
人

み
ぎ
わ

12
和
歌
山
県

特
定
非
営
利
活
動
法
人

ス
ト
ー
ク
サ
ポ
ー
ト

13
山
口
県

医
療
法
人
社
団
諍
友
会

田
中
病
院

14
沖
縄
県

一
般
社
団
法
人

お
き
な
わ
子
ど
も
未
来
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

15
札
幌
市

医
療
法
人
明
日
葉
会

札
幌
マ
タ
ニ
テ
ィ
・
ウ
イ
メ
ン
ズ
ホ
ス
ピ
タ
ル

16
千
葉
市

社
会
福
祉
法
人

生
活
ク
ラ
ブ

生
活
ク
ラ
ブ
風
の
村
ベ
ビ
ー
ス
マ
イ
ル

17
大
阪
市

公
益
社
団
法
人

家
庭
養
護
促
進
協
会
大
阪
事
務
所

18
神
戸
市

公
益
社
団
法
人

家
庭
養
護
促
進
協
会
神
戸
事
務
所

19
岡
山
市

一
般
社
団
法
人

岡
山
県
ベ
ビ
ー
救
済
協
会

20
広
島
市

医
療
法
人

河
野
産
婦
人
科
ク
リ
ニ
ッ
ク

21
熊
本
市

医
療
法
人
聖
粒
会

慈
恵
病
院

22
熊
本
市

社
会
医
療
法
人
愛
育
会

福
田
病
院

特
別
養
子
縁
組
部
門

養
子
縁
組
あ
っ
せ
ん
事
業
者
一
覧
（
令
和
３
年
４
月
１
日
現
在
）

家
庭
福
祉
課
調
べ

（
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
に
よ
る
養
子
縁
組
の
あ
っ
せ
ん
に
係
る
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
28
年
法
律
第
11
0号
）
に
定
め
る
許
可
を
受
け
た
も
の
）
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子家発0820第４号  

令和３年８月20日  

 

 

各           民生主管部（局）長 殿  

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）    

 

 

社会的養護自立支援事業を活用した自立支援に関する取組の強化について 

 

 

児童福祉行政の推進については、平素よりご尽力をいただき、厚く御礼申し上げま

す。 

 里親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置を受けていた者で 18 歳（措

置延長の場合は 20 歳）到達により措置解除された者のうち、自立のための支援を継

続して行うことが適当な場合については、「社会的養護自立支援事業」を活用し、原則

22 歳に達する日の属する年度の末日まで、個々の状況に応じて引き続き必要な支援

を実施することができることとなっています。 

 今般、社会的養護自立支援事業の実施状況について、別添のとおり、取りまとめを

行いました。居住費や生活費の支援については、多くの自治体で実施されている一方、

就労相談の支援等については、一部の自治体での実施に留まっているほか、自立支援

を統括する支援コーディネーターが配置されている自治体は全体の半数程度となっ

ています。 

 このように、現状としては、自治体により取組状況の差が生じているところですが、

事業の対象となる者が必要な支援が受けられないことがないよう、各自治体におかれ

ては、社会的養護自立支援事業を積極的に活用していただきますよう、お願いいたし

ます。その際、令和３年度予算で新設した医療連携支援や、法律相談支援、退所後生

活体験支援の実施についても、改めてご検討いただき、個々の状況に応じて適切な支

援が実施できるよう、体制整備を進めて下さい。 

なお、この通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

都 道 府 県 

指 定 都 市 

児童相談所設置市 
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支
援
ｺｰ

ﾃﾞ
ｨﾈ
ｰﾀ
ｰ

居
住
費

支
援

生
活
費

支
援

学
習
費

支
援

生
活
相
談

支
援

就
労
相
談

支
援

支
援
ｺｰ

ﾃﾞ
ｨﾈ
ｰﾀ
ｰ

居
住
費

支
援

生
活
費

支
援

学
習
費

支
援

生
活
相
談

支
援

就
労
相
談

支
援

北
海

道
○

○
○

○
○

○
愛

媛
県

○
○

○
○

青
森

県
○

○
○

○
高

知
県

○
○

○
○

岩
手

県
○

○
○

○
○

○
福

岡
県

○
○

○
○

宮
城

県
○

○
○

○
○

○
佐

賀
県

○
○

○
○

秋
田

県
長

崎
県

○
○

○
○

山
形

県
○

○
○

○
熊

本
県

○
○

○
○

福
島

県
○

○
○

○
○

大
分

県
○

○
○

○
茨

城
県

○
○

○
○

○
○

宮
崎

県
○

○
○

○
○

栃
木

県
○

○
○

○
○

○
○

鹿
児

島
県

○
○

○
○

群
馬

県
○

○
○

○
○

○
沖

縄
県

○
○

○
○

○
○

埼
玉

県
○

○
○

○
○

○
○

札
幌

市
○

○
○

○
○

○
○

千
葉

県
○

○
○

○
○

仙
台

市
○

○
○

○
○

○
○

東
京

都
○

○
○

○
○

さ
い

た
ま

市
○

○
○

○
神

奈
川

県
○

○
○

○
○

○
千

葉
市

○
○

○
新

潟
県

○
○

○
横

浜
市

○
○

○
○

○
○

富
山

県
○

○
○

○
川

崎
市

○
○

○
○

○
○

石
川

県
○

○
○

○
○

相
模

原
市

○
○

○
○

○
○

福
井

県
新

潟
市

○
○

○
○

山
梨

県
○

○
静

岡
市

○
○

長
野

県
浜

松
市

○
○

岐
阜

県
○

○
○

○
名

古
屋

市
○

○
○

静
岡

県
○

○
○

○
○

○
京

都
市

○
○

○
○

○
○

愛
知

県
○

○
○

○
○

○
大

阪
市

○
○

○
○

○
○

○
三

重
県

○
○

堺
市

○
○

○
○

○
滋

賀
県

○
○

○
○

神
戸

市
○

○
○

○
○

京
都

府
○

○
○

○
○

○
岡

山
市

○
○

○
大

阪
府

○
○

○
○

○
○

広
島

市
○

○
○

○
○

兵
庫

県
○

○
○

○
○

北
九

州
市

○
○

○
○

○
奈

良
県

○
○

○
○

福
岡

市
○

○
○

○
和

歌
山

県
○

○
○

○
○

○
熊

本
市

鳥
取

県
○

○
○

○
○

○
横

須
賀

市
○

○
○

島
根

県
金

沢
市

○
○

○
岡

山
県

○
○

明
石

市
○

○
○

○
広

島
県

○
○

○
○

世
田

谷
区

山
口

県
○

○
○

○
江

戸
川

区
○

○
○

徳
島

県
○

○
○

○
○

○
荒

川
区

香
川

県
○

○
○

○
○

○
実

施
自

治
体

数
6
6

3
4

5
3

5
9

2
9

4
7

2
2

（
参
考
）
本
事
業
の
実
施
主
体
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
児
童
相
談
所
設
置
市
（
令
和
２
年
度
：
7
3
自
治
体
）

社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
の
実
施
状
況
（
令
和
２
年
度
）

※
　
上
記
の
実
施
状
況
は
、
国
庫
補
助
（
令
和
２
年
度
交
付
決
定
ベ
ー
ス
）
の
執
行
状
況
を
ま
と
め
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
国
庫
補
助
を
受
け
ず
に
、
同
様
の
支
援
を
実
施
し
て
い
る
場
合
が
あ
る
こ
と
に

　
留
意
が
必
要
。
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（参考）

札幌乳児院 札幌市白石区川北2254番地1

児童養護施設　札幌育児園 札幌市南区藤野6条2丁目427-4

社会福祉法人　徳美会 寿都郡寿都町字歌棄町歌棄270

キャリアバンク株式会社 北海道札幌市中央区北5条西5丁目7番地sapporo55ﾋﾞﾙ5F

北光社ふくじゅ園 北広島市西の里南1丁目3番地6

釧路まりも学園 釧路市白樺台2丁目2番9号

わかすぎ学園 室蘭市母恋南町5丁目5番39号

社会福祉法人　旭川育児院 旭川市台場2条2丁目3番45号

岩内厚生園 岩内郡岩内町字宮園1番地2

興正学園 札幌市北区新琴似4条9丁目1番1号

桜ヶ丘学園 北海道余市郡仁木町銀山2-247

十勝学園 北海道帯広市東9条南21丁目1番地9

函館厚生院くるみ学園 函館市亀田中野町38番地11

聖母会　天使の園 北広島市中央4丁目5-7

札幌南藻園 札幌市中央区界川1丁目6-14

児童養護施設　柏葉荘 札幌市北区篠路2条9丁目1番15号

函館国の子寮 北海道函館市鈴蘭丘町38番地7

児童養護施設　美深育成園 中川郡美深町字敷島283

社会福祉法人　北海道婦人共立愛子会　富良野国の子寮 富良野市字鳥沼509番地1

北海暁星学院 浦河郡浦河町字向別470番地

北光学園 北海道紋別郡遠軽町生田原伊吹46-3

社会福祉法人　羊ヶ丘養護園　児童養護施設羊ヶ丘養護園 札幌市豊平区月寒東1条17丁目4番33号

社会福祉法人　よいち福祉会　児童養護施設北海愛星学園 北海道磯谷郡蘭越町字大谷289

社会福祉法人　黒松内つくし園　児童養護施設黒松内つくし園 北海道寿都郡黒松内町字黒松内562の1

社会福祉法人　光が丘学園　児童養護施設光が丘学園 北海道岩見沢市春日町2丁目3番7号

青森県 社会福祉法人　愛成会　社会的養護自立支援事業「つなぐ」 青森県弘前市豊原一丁目1-3

岩手県 特定非営利活動　法人もりおかユースポート 岩手県盛岡市盛岡駅前通16-15保科済生堂ﾋﾞﾙ3階

宮城県 特定非営利活動　法人 チャイルドラインみやぎ 宮城県仙台市青葉区川平1-16-5
ｽｶｲﾊｲﾂ102号室

社会福祉法人　堀川愛生園 福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字丸内94番地

社会福祉法人　青葉学園 福島市土船字新林24番地

社会福祉法人　アイリス学園 福島県福島市在庭坂字志津山6番地の3

社会福祉法人　森の風学園 福島県石川郡玉川村四辻新田字諏訪平125-5

社会福祉法人　昌平黌いわき育英舎 福島県いわき市小川町上小川字大坂5番地

茨城県 児童家庭支援センター　あいびー 茨城県水戸市小林町1186‐84

栃木県 とちぎユースアフターケア事業協同組合 栃木県宇都宮市桜5-1-18柿沼ビル501

群馬県 一般社団法人　ヤング・アシスト 群馬県前橋市南町3-3-5ｸﾞﾗﾝｺｰﾄ南町301号室

公益社団法人　埼玉県社会福祉士会 さいたま市中央区本町東1-2-5-105

一般社団法人　コンパスナビ 埼玉県さいたま市浦和区仲町1-12-1
ｶﾀﾔﾏﾋﾞﾙ1F

千葉県 社会福祉法人　生活クラブ風の村 ちばアフターケアネットワークステーション 千葉県千葉市中央区長洲1丁目3ｰ1 ﾊﾟｰｸｺｰﾄ100 302号室

アフターケア相談所　ゆずりは 国分寺市本多1−13−13

特定非営利活動法人　ブリッジフォースマイル 東京都千代田区大手町2-6-2
(株式会社ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ本部内)

NPO法人 日向ぼっこ 東京都新宿区下落合1-3-16-504

神奈川県 あすなろサポートステーション 神奈川県藤沢市辻堂2-5-10ｼﾞｪｰﾑｽﾀｳﾝ熊ノ森301

児童養護施設　伊奈美園 石川県加賀市片山津温泉井6

児童養護施設　育松園 石川県小松市額見町ら2番4

児童養護施設　しお子どもの家 石川県羽咋郡宝達志水町菅原ヤ6-2

児童養護施設　あすなろ学園 石川県鳳珠郡穴水町字志ケ浦15字1-3

山梨県 若者自立サポートセンター　いっぽ 山梨県甲府市下飯田2丁目5-40

岐阜県 社会福祉法人　岐阜羽島ボランティア協会　Lalaの部屋 岐阜県羽島市下中町城屋敷226番地1

事業所所在地
（住所）

自治体名 事業所名

「社会的養護自立支援事業」実施事業所一覧（令和３年度）

（※）「社会的養護自立支援事業」による国庫補助を受けた都道府県等が当該事業の委託を行った事業所の一覧となっている。
　　　（ 令和２年度（実績）： 51自治体（73自治体中） 、104か所　→　令和３年度 （令和４年２月時点）： 52自治体（74自治体中）、105か所 ）

北海道
（25か所）

福島県
（５か所）

埼玉県
（２か所）

東京都
（３か所）

石川県
（４か所）
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事業所所在地
（住所）

自治体名 事業所名

児童家庭支援センター　はるかぜ 静岡県焼津市田尻58番地

株式会社　東海道シグマ 静岡県静岡市葵区御幸町8-1

誠信会児童家庭支援センター　パラソル 静岡県富士市一色168-1

静岡恵明学園児童家庭支援センター　スマイル 静岡県三島市谷田1039-2

滋賀県 滋賀県地域養護推進協議会 滋賀県守山市守山6丁目10-68

株式会社　アイシーエル 京都市下京区大政所町680-1 第八長谷ﾋﾞﾙ10階

NPO法人　子どもセンターののさん 京都市中京区三条通神泉苑西入新在家西町26-5 ﾄﾛﾝ温泉稲荷駐車場奥

大阪府 社会福祉法人　大阪児童福祉事業協会　アフターケア事業部 大阪市天王寺区東高津町12-10
大阪市立社会福祉ｾﾝﾀｰ309号

兵庫県 一般社団法人　兵庫県児童養護連絡協議会 兵庫県神戸市中央区坂口通2-1-1
兵庫県福祉ｾﾝﾀｰ内

奈良県 NPO法人 おかえり 奈良県天理市別所町473

和歌山県 社会福祉法人　和歌山県社会施設事業会（アフターケア事業部すずらん） 和歌山市直川1289-12

鳥取県 一般社団法人　ひだまり 鳥取県鳥取市吉方温泉1丁目212番地

社会福祉法人　双樹学院 島根県松江市古志原5丁目2-25

社会福祉法人　せんだん会 島根県安来市赤江町1768

社会福祉法人　三隅愛育会 島根県浜田市三隅町向野田409

自立援助ホーム　雪舟ホーム 島根県益田市常磐町3-8

岡山県 NPO法人　未来へ 岡山県津山市中之町61

広島県 退所児童等アフターケア事業所　カモミール 広島県福山市三之丸町6-5 三之丸ビル3階

徳島県 徳島県社会福祉士会 徳島県徳島市中昭和町1丁目2番地
 徳島県立総合福祉ｾﾝﾀｰ3F

香川県 NPO法人　丸亀街づくり研究所　アフターケア事業所　わっかっか 香川県高松市多賀町2丁目11-13 2階

社会的養護自立支援事業　あおば 高知県四万十市安並850-2

にじいろステーション 高知県高知市新本町1丁目7-30

社会的養護自立支援事業　おひさま 高知県高知市新本町1丁目7-30

福岡県 特定非営利活動法人　そだちの樹 福岡市中央区大名2-6-31 大名ｺｰﾎﾟﾗｽ703

佐賀県 特定非営利活動法人　ブリッジフォースマイル 佐賀県佐賀市駅南本町5-5 ｻﾝｼｬｲﾝM506

熊本県 特定非営利活動法人　ブリッジフォースマイル 熊本市中央区辛島町6-2 ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾋﾞﾙ 901

大分県 特定非営利活動法人　おおいた子ども支援ネット 大分市中央町1-2-3KNTﾋﾞﾙ

宮崎県 退所児童等アフターケアセンター　クオーラ 宮崎県宮崎市中村東1-1-19 ｱﾈｯｸｽ宮崎ﾋﾞﾙ301号

沖縄県 NPO法人　にじのはしファンド 沖縄県那覇市首里石嶺町2-66-1スカイマンション107

札幌乳児院 札幌市白石区川北2254番地1

株式会社　MammyPro 札幌市中央区南1条西5丁目 愛生舘ﾋﾞﾙ2F

仙台市 仙台市児童養護施設等入所児童自立支援・アフターケア共同体 宮城県仙台市青葉区川平1-16-5
ｽｶｲﾊｲﾂ202号室

横浜市 特定非営利活動法人　ブリッジフォースマイル 東京都千代田区大手町2-6-2
(株式会社ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ本部内)

川崎市 株式会社パソナ パソナ・川崎 川崎市幸区幸町2-593 ﾓﾘ･ﾌｧｰｽﾄﾋﾞﾙ7階

相模原市 パーソルテンプスタッフ株式会社（相模原市就職支援センター） 相模原市緑区橋本6-2-1 ｼﾃｨ･ﾌﾟﾗｻﾞはしもと6階

静岡市 特定非営利活動法人　静岡市里親家庭支援センター 静岡市葵区堤町914-417(静岡市児童相談所内)

浜松市 アフターケア事業所　しいの木 浜松市南区新橋町770番地

京都市 公益財団法人　京都市ユースサービス協会 京都市中京区東洞院通六角下ﾙ御射山262
京都市中央青少年ｾﾝﾀｰ内

社会福祉法人　大念仏寺社会事業団　ボ・ドーム大念仏 大阪市平野区平野上町1-7-3

社会福祉法人　みおつくし福祉会　リアン東さくら 大阪市東成区中本4-1-22

社会福祉法人　大阪児童福祉事業協会　アフターケア事業部 大阪市天王寺区東高津町12-10
大阪市立社会福祉ｾﾝﾀｰ309号

社会福祉法人　みおつくし福祉会　南さくら園 大阪市阿倍野区阪南町5丁目12番24号

社会福祉法人　みおつくし福祉会　北さくら園 大阪市東淀川区相川3-11-24

堺市 社会福祉法人　大阪児童福祉事業協会　アフターケア事業部 大阪市天王寺区東高津町12-10
大阪市立社会福祉ｾﾝﾀｰ309号

神戸市 一般社団法人　キャリアエール 兵庫県神戸市中央区東川崎町1丁目3番3号　ハーバーセンター5階

社会福祉法人　備作恵済会若松園 岡山市中区海吉206

認定NPO法人　子どもシェルターモモ 岡山県岡山市北区清輝橋1丁目2-9

岡山聖園子供の家 岡山県岡山市北区天神町6-34

広島市 児童アフターケアひかり 広島市東区光町1丁目17-12飯田ﾋﾞﾙ104号

北九州市 社会福祉法人　北九州市福祉事業団 福岡県北九州市八幡東区中央二丁目1番1号ﾚｲﾝﾎﾞｰﾌﾟﾗｻﾞ8階

熊本市 特定非営利活動法人　ブリッジフォースマイル 熊本市中央区辛島町6-2 ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾋﾞﾙ 901

聖霊愛児園 金沢市長町1丁目5番30号

梅光児童園 金沢市石引4-6-1

享誠塾 石川県金沢市平和町3-23-5

社会福祉法人　林鐘園 石川県金沢市若松町3-116-1

明石市 児童家庭支援センター　かりん 明石市藤が丘2丁目36-1

大阪市
（５か所）

岡山市
（３か所）

金沢市
（４か所）

静岡県
（４か所）

京都府
（２か所）

島根県
（４か所）

高知県
（３か所）

札幌市
（２か所）
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社
会
的
養
護
経
験
者
等
の
孤
立
化
を
防
ぎ
、
自
立
に
向
け
た
継
続
し
た
支
援
体
制
を
構
築
す
る
た
め
、
民
間
団
体
等
に
お
い
て
、
自
治
体

職
員
及
び
社
会
的
養
護
経
験
者
等
を
対
象
と
し
た
全
国
交
流
会
の
開
催
等
を
行
う
。

（
内
容
）

ⅰ
都
道
府
県
に
対
す
る
自
立
支
援
に
関
す
る
啓
発

ⅱ
都
道
府
県
及
び
社
会
的
養
護
経
験
者
に
対
す
る
支
援
団
体
や
当
事
者
団
体
の
紹
介

ⅲ
都
道
府
県
及
び
社
会
的
養
護
経
験
者
に
対
す
る
支
援
制
度
の
周
知

等

※
民
間
事
業
者
等
の
提
案
に
よ
り
具
体
的
な
内
容
を
決
定
。

【
実
施
主
体
】
法
人
（
公
募
に
よ
り
選
定
）

【
補
助
率
】

国
：
定
額
（
1
0
／
1
0
相
当
）

【
令
和
３
年
度
予
算
】
0
.1
億
円
（
社
会
的
養
護
出
身
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
事
業
）

社
会
的
養
護
出
身
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
事
業

概
要 ○

全
国
交
流
会
（
令
和
４
年
２
月
11
日
～
13
日
開
催
）

○
社
会
的
養
護
経
験
者
向
け
情
報
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
開
設

ht
tp
s:
//
ir
is
co
nn
ec
t.
jp
/
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